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。議長(流山源次郎君) 本日の出席議員数 27名、乙れより第 S困市議

会定例会第 2日目の会議を聞きます。

本日の議事はお手元l乙配付の日程表はより行います。

行政一般通告質問

。議長(流山源次郎君) 日程第 1、乙れより通告による行政一般質問を

行います。

締め切り日の 9月 11日正午までに提出のありました議員、要旨及びそ

の11贋序はお手元lζ配付のとおりであります。

乙れより順次質問を行います。

乙の際、申し上げます。通告質問者は以上のとおりであり、他lζ関連質

問等の発言もあろうかと患いますが、本日は通告者のみといたします。

発言の方法は、最初の発言を 20分以内とし、執行当局の答弁は時間外、

再質問は答弁を含めて 30分以内といたします。

乙れより願次発言を願います。

4番議員日下君敏君。御登壇願います。

( 4番議員日下君敏君登壇}

04番(日下君敏君) 今次定例会lζ提案されました議案の審議lζ先立ち

まして、私は、当面している市政の重要問題の申でも、特lζ最も緊急かっ

肝要と思われる 6点lζ絞って質問いたします。半湾市長にはどうか率直、

簡明なる答弁をされますよう御期待申し上げ、以下煩次質問lと入ります。

質問の第 1点は、東京湾横断道路の建設がもたらす館山市への波及効果

についてであります。

東京湾横断道の建設はっきましては、当地と最も関係の深い、地元出身

の衆議競議員であり、現在は大蔵政事次官の要臓にある申村正三郎氏が積

極的かっ精力的lζ各方面lと働きかけていた事実は承知していると乙ろであ

りまするが、いずれにしてもその建設費が来年度の政府予算に計上される

乙とは確実になったと新聞やテレビ等で報道しておると乙ろでございます。

私は、乙の横断道の完成、そして竣工の一日も早からん乙とを待望して

いる一人でありますが、乙れに関する市長の御見解をまず承り、そして、

わが館山市にどんな波及効果があるとお考えになっておられるのかについ
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ーて質問するものであります。

波及効果と申しましでも、批判的な方々はデメリットを強調するように

も聞きますが、私はメリットが極め:て大きいと信じて疑わないのでありま

す。そして、その兆しがすでにうかがわれると申しでも差し支えないと思

います。横断道が完成するまでの聞に、それを受け入れるための道路網の

完成が同時並行的に施行されるよう建設省並びに千葉県で準備が進められ

ていると聞き及んでいるからであります。道路網の整備は陸の孤島である

房総地方という身体にとって欠くべからざる栄養源を運んでくる血脈であ

ります。横断道は待望久しい国道 127号、 128号バイパスの建設促進

lζ一層の拍車がかけられる乙とを期待させる事業であります。こういった

メリット面での具体的な波及効果についての市長の御所毘をお聞かせ届い

たいのであります。

あわせて、市長が知り得た範囲内で結構でありますから、来年度に計上

されるであろう政府の予算規模の概略、事業主体、着工年度、竣工までに

要する期間と予算規模、完成予想年度等についても、そのあらましを明ら

かにしていただきたいと存じます。

質問の第 2点は、当局が目下前向きに御努力申の駅前再開発事業の推進

と地元の商庖街が自主的lと進めようとしている近代化計画の進展と、さら

に並行して進行するであろう大型居、中央ショヲピングセンターの建設と

の整合についてであります。

まず初めに、指摘しておかなければならない乙とは、その根拠となるべ

き法令がそれぞれ三者三穣であるという点が 1つ、事業主体が乙れまた三

者三様であるという点が 1つという事実であります。したがって、その接

点を見出すことの難しさがあるのではないかと考えられ、乙れが具体的な

整合をどのように考えられておられるのかについて明らかにしていただき

たいのであります。

たとえば、国道 127号の拡幅に対する考え方の相違点や、中央ショッ

ピングセンターと再開発事業との計画の足並みなどを含めて具体的な答弁

を求めます。

一方、商調協が結審した乙とは新聞報道を通じて承知していると乙ろで

ありますが、私が質問している中央ショッピングセンターが大型庖出庖の
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一つでありますので、乙の際商調協の結審の事情と大型庖の今後の見通し

についての御説明をわずらわしたいのであります。

乙れを要するに、館山市の将来を決する大きな計画が、今まさにスター

トしようとしているのだという認識に立っとき、館山市が商屈の近代化と

都市改造と、さらに消費革命を含めて 180度のコペルニクス的展開を図

るというときにきていると申す乙とができましょう。市政はまさにその竿

頭に立っているといえます。

以上の認識の上lζ立って、ひとつ具体的にお答えくださらんことを期待

し、次の質問lζ移ります。

第 3点は、西口の土地区画整理事業の具体的な見通しについての質問で

あります。乙の問題は、 6月定例会でも質問しておりますので、継続とも

言えまするが、その後今日までわずかに 3ヵ月しか経ておりませんが、進

展状態を簡明にお聞かせ願いたいのであります。

灰聞すると乙ろによりますと、館山商工会議所が最近になってきわめて

積極的lζ 乙の事業の促進に協力を惜しまないとの姿勢を示しているそうで

ありまするが、ぞれが事実とすれば問題の将来にとって歓迎すべきであり、

双手を上げて賛成すると乙ろであります。東日の再開発事業と、乙の西口

の土地区画整理事業の促進にとって、商工会議所の積極的な協力は、市民

のコンセンサスを得る上で大きな前進になると思われます。

そ乙で、西口の土地区画整理事業計画の現況、たとえば住民との合意の

形成、計画内に存在する家屋の問題、排水路などについて 6月から今日ま

での 3ヵ月聞にどのように進展してきたか承りたい。また商工会議所の動

きを含めて今後の見通し告を承りたいのであります。

次lζ、4番目の質問に入ります。 9月 1日は大正 12年の関東大震災の

記念日に当たる乙とは言うまでもありません。新聞やテレピは乙の日を境

lとして防災について大々的lζ キャンペーンをしておると乙ろであります。

と乙ろで、私が一言申し上げたい乙とは、天災は防げないが人災は防止

できるという一事であります。予測が可能でありながら手を乙まねいてい

たために災害に遭い、そのために大切な生命や財産が失われる乙とこそ人

災と言わねばなりません。私は乙の人災を憂えて具体的にお聞きいたしま

す。
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市は最近になって、乙乙 lま海抜幾らですよ、という表示板をつくって電

信柱等に貼付いたしました。乙の乙とは時宜を得た適切な措置であろうか

と評価するものであります。

しかしながら、少なくとも北条海岸記げをとって考えますときに、もし

いま高潮乃歪津波が押し寄せたとしたら、どういう事態が発生するであり

ましょうか。船形の平野医院のある一帯は海抜の表示板によりますと 5 • 

7m、まず安全地帯と言えるでありましょうが、施条海岸からただいま質

問申し上げております西日の土地区画整理事業の計画区域内の一帯は、海

技わずかに 1.8 m乃至 2、3m tζ過ぎないだけに、現状では被災地にな

ってしまうでありましょう。

乙れを憂慮するのあまり私は以前にも質問した乙とがありましたが、防

潮堤の問題を取り上げざるを得ないのであります。何度も申しますように

予測が十分に可能でありながら換手傍観を続けるとするならば、それは行

政の怠慢のそしりを免れなくなりましょう。それ乙そ人災と言わざるを得

ないのではないでしょうか。

さきの防潮堤につきましては、現在平久星川の河口から北条海岸に向か

つて延長されつつあり、いまようやくシーサイドホテルの真下まで完成し

ておりまするが、乙れは三軒町の下であります。また北条横橋と汐入川河

口の一帯は、すでに 50年くらい簡に設けられたと思われる護岸の高さを

かき上げして高潮対策にあたっている乙とがわかります。

問題は、乙の護岸と三軒町の下の防潮堤とを結んで高淘を防止するとい

う対策に欠けているのではないかをあえて再び指摘せざるを得ないのであ

ります。

もとより、乙れは館山市の単独事業でない乙とは十分に承知しておりま

す。また、かつては地元の一部の方々が同意きれなかった乙ともまた承知

しております。だが現在の時点では、おのずから防災tζ対する認識も高ま

ってきた乙とでありましょう。乙の乙とに闘して地元民はもとより観光業

者を初め建設省や県と協議し、一日も早〈完成させるべきだと思いまする

が、御所見を燭りたいのであります。

質問の第 5点は、美しい自然環境を残している平砂浦海岸を含め、あの

地域一帯の総合計画を策定し、もって本市観光の拠点の一つにしたらどう
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かという問題の提起であります。

すでに、昭和 20年代の後半に県の手によって防風林が形成され、乙れ

が見事lζ成功しました。かつては動く海岸と呼ばれて一夜にして砂丘が移

動する自然の猛威に対し、手の施しょうがないものとあきらめていたのが、

人聞の英知によって防止する乙とに成功し、いまや美しい縁の景観を誇示

するまでに至っております。乙の乙とはま乙とに喜ばしい限りであります。

昨今は海摩lとは浸食を防止するための防潮堤がつくられております。

フラワーラインに沿ってほ南房パラダイス、勤労者い乙いの村、ゴルフ

場と続いており、しかも市はいち早く先行投資によって土地を取得してお

られます。最近は市開発公社の保有地を売却し、その土地に大規模な観光

施設の建設が計画されているとも聞きます。ま乙とに結構な乙とと言えま

しょう。ただし、南房総国定公園の区域内にある乙の一帯の観光開発には

法律の規制があってなかなか思うようには進まないという事情はありまし

ょうが、いずれにしても館山市の観光の拠点たり得る要件は乙乙をおいて

はないのではないでしょうか、私はそう思います。乙ういう観点に立っと

き、総合計画の策定が焦眉の急であると言わざるを得ません。市長の率直

なる御所見をお伺い申し上げます。

もちろん、鏡ケ浦を申心とする伝統的なと申しますか、伝統的な観光拠

点をないがしろにしろというのではありません。

そ乙で、乙れに関連してお聞きいたしたいのでありますが、参考のため

に本年の夏の総決算とも言うべき入り込み客数をお尋ねいたしたいのであ

ちます。さらに過去にさかのぼってその数値をお聞かせ願えれば幸甚であ

ります。

最後の質問は、市内の老朽危険校舎の解消と学区の再編についてであり

ますが、乙の問題はともすれば回避して歩もうとする傾向があるのではな

いかと思制するものであります。

私は、前にも指摘した乙とがありましたが、館山市は文化福祉都市の建

設をスローガンの一つに掲げている乙とはま乙とに御同慶にたえないと乙

ろでありますが、その申iとあって老朽化が著しい市立神余小学授の現況を

見るとき、涙を禁じ得ないのであります。学童そ危険から守り、よりよい

教育環境をつくってやるためにも、打開の道を探求すべきではありますま
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いか、あえて私は質問するものであります。教育上の問題として複式学級

がいまだに行われている乙とと、文化福祉都市とのスローガシの接点はど，

乙に見い出すべきでありましょうか~今回は校舎の老朽化にウエートを置

いて、複式教育の問題の答弁は求めません。また、乙の問題は必ず学区の

再編lζ密接不可分でありまするが、なにとぞ前向きな、積極的な御答弁を

期待Lて質問を終わります。御答弁はよりまして再質問いたします。

{市長半海良一君登壇)

。市長(半津良一君} 日下議員の御質問lζ お答えをいたします。

質問の第 1点、東京湾横断道路の建設による館山市の波及効果について

という御質問でございますが、東京湾横断道路の建設については、新聞報

道等lこよりますと事業主体がどうなるかは今後の課題となっているようで

ございますが、建設省が昭和 61年度予算の概算要求におきまして 60億

円を計上するなど来年度からの着工がほぼ確実になっている現状でござい

まして、建設費は約 1兆円、工期はおおむね 10年といわれております。

乙の横断道路の建設はっきましては、御指摘のとおり南房総全体の発展

にとりましても、また館山市の発展にとりましても画期的なものと受けと

めております。

また先般、日本道崎公団から東京湾横断道路が建設された場合の経済効

果や環境の影響などについて中間報告の形で発表されましたが、乙れによ

りますと、全体規模での交通機能や国民総生産予測などとともに南関東に

もたらす効果としては、産業の高度化と新産業輔の形成のほか横断道路に

よって房総地域においては通勤型住宅だけではなく、週末型あるいは半定

住型住宅といった居住機能の展開が可能とした上で、南房総地域の豊かな

海浜、自然資源について京浜市民の活用機会を増加させるということでご

ざいます。

乙れらの波及効果につきましては、いま一つ不明確ではございますが、

いずれにいたしましても雇用機会の増大等が期待されるとともに、膨大な

首都圏人口lζ対応する総合的なレクリェーションゾーンの役割が期待され

ていると乙ろでございます。したがいまして、今後とも乙れらの影響を積

極的l乙受けとめ国道 127号、内房縦貫道路を初めとする道路交通体系の

整備促進lζ努めながらまちづくりを進めてまいりたいと考えております。
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質問の第 2点、駅前再開発事業と地元商庖衝の近代化事業と大型庖出庖

との整合についての御質問でございますが、館山駅東口地区の市街地整備

につきましてはそれぞれの街区の立地条件等はより、市街地再開発事業や

街路事業、その街区lζ合った事業手法はより整備を進めてい乙うとするも

のでございます。 59年度iζ作成されましたモデル商庖街近代化基本計画

書の申でも A街区については市街地再開発事業が適していると位置づけら

れており、他の街区についても本年度作成される実施計画の申で事業手法

が決定する予定でございます。

国道 127号の拡帽について、銀座商庖街振興組合員を対象l乙アンケー

ト調査を実施したと乙ろ、 12mの拡幅 22. 5 %、 16mの拡幅 36 • 

8%、どちらとも言えないが拡輔が必要であるというのが 4O. 7 %とな

っており、全組合員が道路の拡幅を実施しなくてはならないという乙とを

認識をいたしております。

大型庖出屈の見通しにつきましては、本年 5月 2日商調協において大規

模小売鹿舗における小売業の事業活動の調整に関する法律いわゆる大后法

でございますが、その第 3条の届出lζ基づいて結審された段階でございま

す。 4屈ともそれぞれ結審された庖舗面積lζ合わせて現在計画変更、テナ

ントの募集等を行っている状況でございます。今後は大庖法lζ基づいて開

庖日 5カ月前までに小売業者の届出がされる乙とになっております。

次lζ 、大型庖出庖との整合については、 4底のうち館山中央ショッピン

グセンターが市街地再開発事業予定区域内lζ含まれますが、乙れに出屈す

る株式会社十字屋、株式会社館山中央scとも現在地元権利者で構成する
B調査等検討委員会にー権利者として参加し、他の権利者とともに事業計

画の検討などを行っております。

次lと第 3点、西口の区画整理事業の具体的見通しについての御質問でご

ざいますが、市といたしましては事業予定区域の 60年度内の都市計菌決

定を目指し住民との合意形成を図っておりますが、現在六軒町第 7町内会

の一部の方々が自己の移転先等lζ対する不安感をお持ちでありますので、

それを解消すべく努力していると乙ろでございます。

また、乙れと並行して、土地区画整理事業予定区域を含む周辺約 17誌

の地域を対象とする排水路実施設計の入札を行い、現在土質調査等に着手
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しております。

次に、館山商工会議所が主催の館山駅周辺再開発問題等懇談会はっきま

しては、本年 7月 17日lζ第 1回目，の会合が開かれ、その席上出席者から

市街地再開発事業等の説明を市より受けたいとの意見が出，されたとの乙と

でございます。市としてはそれを受けまして 8月20日開催の第 2回目の

懇談会の席上、関連する事業説明を行いました。市といたしましては今後

この懇談会で出された意見も尊重しながら事業の早期着手に向け努力する

所存でございます。

第 4点、防災計画の一環としての高潮対策の問題でございますが、北条

海岸の高潮防止対策はっきましては、県事業としてシーサイドホテル下に

昨年度から 3カ年計画で防潮堤を 216m築造中でございます。そのうら

昨年度は 90 m、本年度 63 m、来年度 63 mを築造し、完了する予定と

なっております。これより先、汐入川河口までの聞につきましては館山土

木事務所とともに観光、漁協、地元の関係者等と密接な協議をしてまいり

たいと考文ております。

次lζ、第 5点、観光の拠点としての平砂浦の総合計画の策定についての

御質問でございますが、平砂浦地域を中心とした西岬、神戸の一帯は自然

海浜等豊富な観光レクリェーション資源lζ恵まれた魅力ある地域であり、

市といたしましでも自然環境保全用地として年次的に買収し、将来にわた

って自然保護に努める一方、南安房公園線道路沿いにツバキ、菜の花等の

植栽を心がけ、さらに花摘み閣を開設、 61年春lとは西岬地区lとテニスコ

ートの建設を予定、乙の区域を申心としたフラワーフェスティパルを計画、

また日本サンランド株式会社によるホテル、スカッシュ等のレジャー施設

の建設計画が進められている段階でございます。乙のように魅力あるリゾ

ート型レクリェーション地域として育ててまいりたいというふうに考えて

いると乙ろでございます。

将来計画は、首都圏全域の労働力の再生産基地として、農漁業及び固定

公園特別j地域との調整を図りながら、現在ある観光的施設を活用し、大き

な一つの公園として計画してまいりたいと考えております。

次tζ 、夏季海水浴場の入り込み客数でございますが、乙れの的確な把握

は困難でございますが、従来の算定方法はよりますと市全体の入り込み客
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数は 47万65 0 0人で、前年の 95. 9 %になっておちます。八幡から

館山までの鏡ケ浦海水浴場の過去 5年の入り込み客数は、 56年 20万8

400人、 57年 14万8100人、 58年 17万 16 0 0人、 59年 1

8万800人、 60年 16万2300人でございます。

次lζ 、大きな第 6点、危険校舎の解消と学区編成につきましては、教育

長より答弁を申し上げます。

(教育長福原 修君登壇)

。教育長(福原 修君) 日下議員の御質問にお答えいたします。

老朽危険校舎の解消という問題、それからもう 1つは学区の再編成、こ

れはすなわち複式学級の解消、すなわち統合という問題になろうかと思い

ますが、乙の 2点につきましてはさきの 6月議会でお答えをいたしたとお

りでございまして、老朽危険校舎につきましては、屋槙、天井の張り替え、

柱の榎つぎ、壁、床等の修理を行いながら、その安全性につきましては十

分配慮をいたしておる次第でございます。

また、学区の再編、すなわち統合につきましては、地域住民の方々との

コンセンサスを得ながら進めていきたい、乙のように考えておるわけでご

ざいます。

乙の問題につきましては、その後地区関係者との接触を極力進めており

ますが、必ずしも統合に反対する人ばかりではなく、統合に賛成する方々

もおられるという感触をも得ております。今後とも御質問の趣旨を踏まえ、

その解決に努める所存でございます。

以上でございます。

04番(日下君敏君) ほぽ御回答で了解させていただくと乙ろでござい

ますが、いま 1、 2ひとつもう少し細部にわたりまして御質問いたしたい

と思いますので、再質問させていただきます。

第 1点の、東京湾横断道路の波及効果につきましては、前向きに受け止

めるという乙とでございますので、ひとつその回答を了とすると乙ろでご

ざいますが、やはり伺といっても館山市を申心とする房総地方は陸の孤島

という乙とでございまして、東京から距離にして 10 0 .t足らずでありな
がら車等を使いますと夏場 5時間も 6時間もかかるという乙とでは何とも

心細いところでございますんで、やはり道路網の整備ということが緊急な
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かっ最大のものであろうと思うわけであります。幸い東京湾横断道が工事

lと入るに従いまして、並行的にひとつ道路網の整備というととをわが館山

市の市政の重要な施策になすべきではないか、乙う思うわけであります。

内房縦貫道のみならず、内陸の国道 410号にいたしまじても当然整備

をされるでありましょうから、そういった道路網の整備、乙れについて極

力ひとつ意を用いていただきたいと思うととろであります。国道 410号

線は丸山町の古川の信号のある十字路あたりで 128号に接続するという

ふうにも聞いておりますが、乙の 410号を含めての促進、それから、こ

のほど鋸南バイパスが 59年の 10月lζルート承認をとったんで、乙とし

は測量と一部買収lζ入るという乙とでございますと、いよいよ具体的!と道

f 路網の整備が急がれるわけでございますが、ひとつ改めて乙ういった 41 
0号の促進、あるいは内房縦貫道の促進についてひとつどのような心で臨

むのかお聞きいたしたいと乙ろであります。

0経済部長{吉岡政雄君) お答えいたします。

まず、道路網の整備でございますが、乙れはつい最近 9月の 5日でござ

いますが、安房、君津の市町村長さん方と国会並びに建設省に陳情に行き

まして、早いところやっていただきたい、乙のような陳情をしてきたとこ

ろでございまして、安房、君津の市町村の担当者も年に何回か会合を持ち

ましてそれぞれの関係官庁にお願いに行っておる、 1日も早く完成できる

ように私ども也前向きに取り組んでおると乙ろでございます。

以上でございます。

04番(日下君敏君) 国も三全総一一第三次全国総合開発計画ですか一

ーを予定して、県も定住圏構想を打ち出しております。乙れによりますと、

安房郡市を美しい緑豊かな自然環境を生かして、安房郡市lζ通勤する人々

の住宅をふやそう、定住圏構想を出そうという計画でございます。乙うい

った観点から積極的lζ今後も道路網の整備促進にあたっていただきたいと

思うと乙ろであります。

次lζ 、第 2点の駅前再開発と地元商庖街近代化と大型庖申央ショッピン

グセンターとの整合でございますが、先ほど聞きましたアンケートでござ

いますが、乙れはちょっとあれですが、全組合員を対象にしてやったとい

う乙との御回答でございますが、いつアンケートを実施いたしたのかとい
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う乙とをまずちょっとお聞きしたいんでございますが……。

0経済部長(吉岡政雄君) アンケートをいたしましたものは 2通りござ

いまして、まず最初の調査対象といたしまレたのは、乙れは 59年の 11 

月でございますが、北条小学校 2年の父兄、那古小学校 2年の父兄、船形

小学校 2年の父兄、館山小学校 2年の父兄、湾南中学校 2年の父兄、乙の

方々 662件ですか、お買い物のアンケート調査をしたというのが 1っ。

もう 1つは、商庖街近代化意識調査という乙とで、商庖街の方々 204

名をやはり 59年の 11月lと行っております。これは 197件、回収率 9

6. 6 %という結果になっております。

04番(日下君敏君) その結果によりますと、先ほど御答弁いただきま

した国道の拡幅でございますが、 12mがよろしいんじゃないかが 22 • 

5%、 16mが 36. 8で、どちらかわからないというんですかね、乙れ

は、そうじゃなくて、どっちでもいいという乙となんでしょうか、乙の 4

O. 7 %というのがありますが、乙の 4O. 7 %についてはどういうふう

に考えておられますか、市御当局は。

O経済部長(吉岡政雄君) お答えいたします。

どちらともいえないというのは、どっちかやってほしいという乙とだと

私ども受け止めておりますが、市といたしましてはあそ乙の街路は一応都

市計画街路として 12mで設定しております。そういうわけで 12mでや

るとするならば都市計画の変更も要らないんでございますが、 16mやる

という乙とになりますと、都市計画変更をしなければならない、乙ういう

ような状態になっておりますが、いずれにいたしましでも地元の商庖街の

方々の意向を韓重いたしまして進めていきたい、乙のように考えておりま

す。

04番(日下君敏君) 12m にするか、 16mにするか、私も乙れはな

かなか難しいと乙ろだと思うんですが、ただいまお聞きしましたように 1

2mが現在の都市計画で設定されている道路幅員ということなわけですね。

それを例えば 16mにするというのは簡単にできるんでしょうか。

それと、市当局とすれば、その都市計画との関係はどのように考えてお

られるのか、ちょっとお聞きしたいんですが…-

。経済部長(吉岡政雄君) 都市計画道路の変更でございますが、やはり
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都市計画の変更を都市計画審議会ですか、そのようなと乙ろの席にのせて

いただきまして、そ乙で審議をしていただく。それで、やはり住民の方々

がどうしてもこれは乙れだけ必要なんだという乙とがあるならば、やって

できないことはないというふうに聞いております。

04番{日下君敏君) わかりました。

一応、やはり地元の意向を考えながら、さらに館山市のバランスをとり

ながらその辺は進めるべきではないかと思うんですけれども・・

いわゆる再開発地域内のA街区に中央ショッピングセンターが出庖する

という乙とで、ただいまの御答弁ではー権利者として B調査検討委員会lζ

入っておられるという乙とですが、灰関するところによりますと、中央シ

ョッピングセンターの計画に市御当局が待ったをかけたというような乙と

を聞いたんでございますが、そういう乙とがあったんでしょうか。

0経済部長(吉岡政雄君) 待ったというわけではございませんが、東口

の再開発をやる上におきまして、できるだけ一緒lζ足並みをそろえてほし

い、乙ういうようなお願いはしてございます。

04番(日下君敏君) いずれにしても、先ほど言いましたように駅前再

開発と近代化と大型屈という乙とで三者三様で動きますんで、大変その辺

の接点のつかみ方というのは難しいんでしょうけれども、ひとつどのよう

に整合させていくかという乙とを、さっきの道路色合めて、中央ショッピ

ングセンターの問題色合めて、ひとつ御検討していただくわけでございま

すが、大型屈につきましては先ほど商調婦の結審が行われて 4庖が出てく

るという乙とでございますが、新聞報道等によりますと某大型屈はもう出

ないというような新聞報道があるんですけれども、市の方ではそういう感

触なんでしょうかね。答えられる範闘で結構なんですが、どのようにお考

えになっておるのか、お聞きいたしたいと思います。

。経済部長(吉岡政雄君) 新聞に出ておりましたので、初めて知ったわ

けでございまして、現在のと乙ろまだ全然対応しておりません。

04番(日下君敏君) 大型屈はっきましては、農村、漁村地域を含めて

後背地の消費人口というものは商業人口をはるかに上回っている乙とは事

実なんです。大型庖の進出を待っている人もいるという乙とも事実だと思

うんです。大型屈が来ることによってよりよいものをより安くという消費
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定理がもしかなうとするならば、乙れは乙ういった現実を無視する乙とは

できないと思うんです。しかしながら同時に地元とのバランスもございま

すから、今後も乙の問題はしっかりとうちの方も見ていきたいと考えてお

ると乙ろでございます。

第 3点の西口の土地区画整理事業でございますが、この問題はただいま

の御答弁等々を聞きますと、計画は比較的煩調に進行しているように見ら

れます。今後もひとつ住民の意思を尊重しながら鋭意努力されるよう期待

すると乙ろでございますが、聞きますととろによりますと、商工会議所が

乙の問題について積極的に介入をいたすそうでございますが、市御当局は

商工会議所の協力というか、乙ういうものをどのように受けとめておるの

か御見解をお聞きしたいと思います。

。経済部長{吉岡政雄君} お答えいたします。

過去 7月 11日に第 1聞が行われましたときには商工会議所のメンバー

だったわけでございますが、第 2聞の 8月20日のときは私ど也も要請さ

れまして助役を初め私どもが書画したわけでございます。その申でいろい

ろと問題が出されたわけでございますが、先ほど市長御答弁申し上げまし

たとおり、商工会議所のその席上に出されましたいろいろな御意見等も尊

重しながら、事業実施 1日も早くやれるように努力していきたい、乙のよ

うに考えておるわけでございます。

04番(日下君敏君) 次の 4点の海岸の防潮堤の建設でございますが、

その前に表示板を今度設定なさったという乙と、大変いい乙とだと思うん

ですね。私、乙の間西ノ浜の海摩通り lとおりますと海抜が 2. 8 mという

ふうに表示されておりましたんで、見てみますと館山海の水位から道路ま

でどうしても 2. 8 mないんだがなというふうに思っておったんでござい

ますが、クイズではございませんが、開くと乙ろによりますと、海抜とい

うのは東京湾の霊岸島か、何かの平均潮位をとって、そ乙をゼロとして決

めておるという乙とをお聞きいたしまして、自の現実と記録の差にとまど

ったんでございますが、これは一応どういう目的で、どの辺を対象にして

行っておるんでありましょうか。

。民生部長{鈴木 力君) 地盤高の表示につきましては、津波対策とい

たしまして避難の場合の目安、あるいはまた日ごろの津波lζ対する立地条
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.件の認識等の樟波防災の意識啓発、とういう乙とで有効ではないかという

ふうに考えておるわけでございますが、設置につきましては津波浸水危険

地域といたしまして定めております、内湾はっきましては海抜 5m、それ

からなお外海につきましては 10m以下の主要道路の東電柱、あるいはま

た電話柱を利用しまして市内 200カ所lζ設置したわけでと、ざいまして、

海抜はっきましては今お話はございましたとおり東京湾平均海面一一一い

わゆる TPと申しますが、これは東京湾の平均潮位でございまして、陸地

の標高の基準となっておりまして、いわゆる海抜のゼロ起点ということで

ございます。

それから、なお潮位の観測基準面lとつきましてほ、各地の検潮所t潮位

の観測に用いる基準面で各検潮所ごとに決められておるわけでございまし

て、との辺につきましては館山測候所の布良lとおきまして検湖所がござい

ますが、観測潮位がマイナスとならないよう検潮所井戸は十分漂いととろ

に基準面が設定されておるわけでございます。それで布良の検潮所ほうき

ましては、いわゆる DL一一一今申し上げました検潮所の場合でございます

が、 TPから下の 1.284mですか、乙乙 lζ観測基準面を設定されてい

るという乙とでございます。それから、なお高極潮位一一乙れは瞬間でご

ざいますけれども、 3. 6 2 m、最近 5カ年平均といたしましての潮位は

1.335m、乙ういう乙とでございます。乙れは布良の検潮所の観測基

準面とした場合でございまして……。なお、かつて発生いたしました最高

潮位の乙とでございまして、堤防、護岸等の計画天端高決定上非常lζ重要

だというふうにいわれておるわけでございます。

以上でございます。

04番(日下君敏君} 今のお答えで、内房が 5m、外房が 10mのと乙

ろを一応危険な水域といいますか、危険地域といいますか、乙れは何か一

つの基準があるんでしょうか、内房が 5mなんだ、外房が 10mなんだと

いう一一一伺をもとにして決めておりましょうか。

。民生部長(鈴木 力君) 乙の津波の危険地域という乙とでございます

けれども、乙れにつきましてはかつて昭和 54年、 55年と 2ヵ年にわた

りまして館山市の地震対策基礎調査を行ったわけでございますが、そのと

きいろいろと過去の災害の面はっきましての調査が行われまして、例えば
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1 7 0 3年の元禄地震におきましては、館山平野で津波の波高というもの

が 5. 6 m tと遣したという乙とでございますが、地震に伴う隆起を受ける

以前の標高でございまして、そのときは実際には海抜 4. 6 mの波高で漫

水したといわれております。また、棺浜におきましては、津波の波高が 1

o m tζ遣した、乙ういう乙とでございまして、乙れはいろんな過去の古文

書等からそういうふうに推察したわけでございまして、乙れが絶対的なも

のではないというふうにいわれております。

04番(日下君敏君) 参考までにお聞きしたいんですけれども、満潮時

には水位が大体どの程度上がるんですか。

。民生部長{鈴木 力君) 先ほど申し上げましたとおり、最近 5カ年平

均の潮位が 1.335mでございます。乙れはいわゆる海抜ではございま

せんけれども、海抜にいたしますと O. 5 1 m という乙とでございます。

04番(日下君敏君) 今言った満潮時に高潮ないし津波が来ますと、満

潮時の今言った 1mないし 1m 3 0ですか、 50ですか、さらに満潮時の

水位iζ高潮分が入る、加わる、というわけですね。さらに、聞くと乙ろに

よりますと、気圧が 1品落ちるごとに 1i"ずっ海面が隆起するそうですが、

そういった乙とが相乗的に作用しますと、 5mなら大丈夫だと思っていた

と乙ろがあるいは危険だというようなことも入ってこょうかと思いますの

で、ひとつ乙ういった乙とにも十分気をつけて PRをしていただきたいと

思うわけでとぎいます。

第 4点の平砂浦はっきましては、乙れからもひとつ大きな公園として受

け入るように御努力願いたいと思うわけでございます。ただいま聞きまし

た、入り込み客数を聞きますと鏡ケ浦は微減しているわけですね。何とか

一一一乙れ乙としだけじゃないわけですね。乙としは万博があったから館山

方面lζ来なかったんじゃないかというふうに奮いますが、逆にいわゆる外

海の方はふえておるわけでございますので、ひとつ乙の辺で鏡ケ浦を合め

た抜本的な改革をしていただきたい、計画を練っていただきたいと思うわ

けでございます。

第 5点の老朽校舎でございますが、ただいま教育長も地区関係者と接触

を進めておるという乙とでございますんで、ひとつ乙れから鋭意御努力願

いたいんでございますが、私も実は乙の聞神余小学校の校庭lと立ったんで

-36-



ございますけれども、あそ乙 lζ行きますと古い校舎がありまして、麗根な

んかも直線じゃございませんで曲がっておりまして、大変古めかしい校舎

で、私の第一印象では「ああ、乙ういうものは残すべきだな」という気が

したです。何か明治の世界lζ入ったような、私も館山小学校の出身でござ

いますが、当時私が通っていた乙ろの校舎でございまして、乙ういう教育

環境もよろしいんじゃないかなと思ったんですが、それは古きよき時代を

思う大人のノスタルジアじゃないのかと、やはり学童にとりましては一体

乙ういう教育がよろしいのかどうなのか。義務教育というものがより多く

の人をより一定の線に上げるという乙とになりますと、ああいう少教育の

よさというものがありますが、やはり少教育のよさというのは私学の申で

行われるべき乙とで、どうも公的教育lζは適さないのかなと神余小学慌の

校庭lζ立ったときに思ったわけでとぎいますが、とれからも鋭意事力じで

いただいて住民のコンセンサスをとっていただきたいと思うわけでござい

ます。

乙れで質問を終わります。

。議長(流山源次郎君} 以上で 4番議員君の質問を終わります。

次、 3番議員山中金治郎君。御登壇願います。

( 3番議員山中金治郎君登壇)

03番{山申金治郎君) 私は、発言のお許しをいただきましたので、さ

きに通告いたしました 2点について暫時御寅援を申し上げたいと思います。

まず、第 1点は、情報公開制度と行政改革についてであります。

情報公開制度はっきましては、すでに多くの自治体において採用され、

もはや地方自治体の体制となりつつある現状でありますが、当市において

はその取り組みは非常に立ちおくれていると考えられますので、私は今回

の通告質問の第 1にこれを取り上げ、御質問申し上げます。

情報公開制度につきましては、御承知のとおり国民の知る権利の保障と

して位置づけられ、行政制度の申~Z:確立されるもので、ある団体の公開条

例のモデル案lとは「市政に関する情報を公開し、市民の知る権利を実効あ

らしめる乙とが地方自治の民主的発展lζ必要不可欠である」と書かれてお

りますが、ま乙とにそのとおりで、 1つには行政による施策判断が独善に

ならないため、 2つには行政に対するコントロールであります。行政を公
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開して公務員の違法ゃ不正lζ対する防御的性格があるものと思います。

5 8年 5月8日の朝日新聞には申曽根首相は国や地方を関わず正しい情

報が公開される乙とは歴史が歪曲されないためにも非常に大事であるとの

基本姿勢を明らかにしており、また 56年 5月lζ開催された情報公開制度

のシンポジュームでも提言がなされ、行政機関がより積極的に情報の公聞

に努め、ガラス張りの行政を目指す乙とが緊要であるといわれております。

最近、公務員の行政権限は拡大し、予算規模も増大した結果、乙れを乱

用したり流用したりする機会も多くなっております。当市においても倫理

感の欠如と思われるものがありました。市民は強い不満、不信感を抱いて

おります。この市政lと対する不信感を回復し、市政を進展していく上から

も、情報公開を制度化し、行政の公正化を期することは最も緊急事項であ

ると考えます。現在、市において検討されている行革とあわせ、その早急

な制度化を望むものであります。乙れに対する市長の所信をお伺いいたし

ます。

第 2として、現在市において対応されている行政改革についてお聞きい

たします。

当市は、昭和 39年lζ行政の簡素化、合理化を目途lζ一切の事務手続き

を改善し、当時は全国的にも先進都市として知られ、相当の成果を挙げら

れたと聞いておりますが、今回は園の第 2次臨時行政改革推進審議会報告

をもとにした自治省の地方行政改革大綱が策定され、乙れによって過日の

総務委員会に提出された費斜のとおり対応されておりますが、行革大綱の

第 2の地方行革の重点事項について改革、改善を要する事項はっき市の行

革大綱を策定し、乙れを公表するとされておりますが、乙の公表をいつご

ろ予定されているのかお伺いいたします。

さらに、基本的な考え方として、市の費制は、大綱第 2の 1の事事事業

の見直しについては素通りをしているように見られます。直接市民に影響

する乙の事務事業の見直しの上l乙立たない組織の改変は単lζ機構いじりに

終わる可能性もあります。ゆえにお伺いいたしますが、現在施行中の市条

例一切を主権者である市民の立場から再検討をなし、市において求める行

政手続きや書類などは極力簡素化し、最小必要限度にとどめるべきであろ

うと思います。よく市民の方から役所lと出す書類が面倒くさくてという声
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を聞く乙とがあります。乙のような乙とでは市政に対する全幅の協力を得

る乙とは難しいと思いますが、乙のようなことのないよう各条例を再検討

し、簡素化や簡便化を図られたいと考えますが、市長の考えをお伺いいた

します。

第 S点として、地方議会の合理化については、組織、運営の合理化等に

ついで自主的に検討を進めるものとするとあります。もちろん議会として

考えていく乙とでございましょうが、財政の極度に硬直化している当市と

して議員定数削減や職員給与改定iζ スライドしていくような議員報酬は対

し市長はどのようにお考えか率直な御回答をいただきたいと思います。

次lζ、通告の 2点目といたしまして、大型底の進出に対する市長のお考

えをお伺いいたします。

大型庖進出とそれに伴う地元商業者への対策については、多くの同僚議

員から質疑がなされておると聞いております。先ほどの日下議員からもお

伺いしておりますが、私もかつて通告でお伺いいたしましたが、たまたま

商調趨において審議申であり、その結審待ちであるような御答弁を記憶し

ております。すでに商調協の結審も出され、一応終止符が打たれましたの

で改めて市長の大型屈に対する基本的な考え方、商調協の結審l乙対し商工

会議所より市としての意見書が求められたと存じますので、その意見書の

内容についてお伺いいたします。

当市の産業は、漁業の衰退が著しく、工業は立地条件などからその進展

は望めず、わずかに今回のエヌ・エム・ピー・セミコンダクターの進出を

みたのみであります。期待の観光も低迷し、関連企業も不振であります。

さらに、商業は消費者のニーズの多様化や交通機関の発達などから東京、

千葉、木更津への膚買行動が顕在化しておりますが、乙れに対し中小零細

企業の多い市内業者は近代化への立ちおくれや流通革命にも乗り遅れ、消

費者lζ満足感を与えられず、乙れを食いとめる乙とは難しく、商圏人口は

著しく低下しており、その反面、各要素を見ても人口増加につながる要因

は全く見当たらず、乙のまま推移していくとま乙とにゆゆしい時代となる

のではないかと思われてなりません。乙れを挽回していくには消費者の指

向変化や多様化に反応した庖舗の近代化や専門癌化、活気のある、魅力の

ある商底街づくりにより消費者の物心両面lζ与える満足感などから高圏内
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消費者の膚買行動の流出を止め、当市内にとどまるようにすべきで、行政

もまた乙れを側面から援助するための施策、特lζ大きな行事などにより市

民の士気を高め、産業経済を発展させ、都市を活性化する産業政策として

意味を持つようなものを考えるべきで、単なる補助金や既存の制度による

ことから脱却すべきであります。これが正しい産業重視の政策であると考

えます。

乙のような観点から、大型屈の出庖は、近代化や利便性などの拠点とな

り得るものであり、憂慮すべきものではなく、ある程度の許容はかえって

望ましいものでさえあると思われます。当市の大型屈は 1種は占有率 6%

7で最も低く、 2種をあわせても 20%2で、富津、鴨川、八日市場、勝

浦の次で大型屈の過疎地でありますが、その過疎地lζ認めた大型庖の進出

申、 1社はあまりにも少ない許容面積に出屈の意欲が薄れ、オープンが危

ぶまれている旨過日の地方紙で報じております。

さらに、その前回、日本経済新聞の経済ルポに「岩手県北上市が大型底

いじめで墓穴」という大きな見出しで報じたものがありました。大型庖さ

え来なければとやっているうちに高居街の近代化が遅れ、瞬村にできた大

型屈に消費者を奪われてしまった記事であります。当市もこのような状態

にならないように市内商業者に強力な働きかけをして早急に近代化を図ら

なければなりません。市長はこのような状況下、大型屈に対しどのような

認識に立って施策を進めていくのか。また、当初申し上げた会議所から求

められた意見書はどのような内容でお出しになったか、乙れを求められな

かったならその旨御答弁いただきたいと思います。

以上で私の当初の質問を終わらせていただきます。御答弁はより再質問

をさせていただきます。よろしくお願いいたします。

(市長半海良一君登壇)

0市長(半海良一君) 山中金治郎議員の御質問にお答えをいたします。

第 1点は、情報公開の実施及び行政改革の基本的考え方についての御質

問でございますが、まず情報公開の制度についてお答えそいたしますが、

御承知のとお与情報公開制度の考え方は住民参加による行政を推進するた

め住民共有財産としての情報を公開するという趣旨で、住民の知る権利を

具体的、制度的lζ保障するために制度化を図ろうとするものでございます。
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しかしながら、その実施にあたりましては、多額な経費を要し、公開文

書の範囲や開示の方法、プライパシーの保護等、いろいろな問題点がある

ため、全国 3270余の市区町村のうちわずか 20団体、都道府県でもま

たわずかに 6団体が実施をいたしているにすぎません。全国的lとも数少な

い状況であり、本県におきましでも実施している自治体はございません。

当市におきましては、市政運営の状況等については絶えず広報誌にて周

知されており、また直接住民に関係する情報につきましては、個人のプラ

イパシーを除きそれぞれの窓口で可能な限り提供をいたしております。し

たがいまして、現在のと乙ろでは特に制度として定める考えはございませ

んが、今後の検討課題といたしたいと存じます。

次lζ 、行政改革の基本的な考え方についての御質問でございますが、特

lζ行革大綱をいっ公表できるかという乙とでございますが、現在事務事業

の見直し、給与及び民間委託等の検討を行っておりますが、乙の申で給与

の問題については県に準じている面が相当ございますので、県の行革の動

向を見ながら進めてまいりたいと考えております。県の大綱は 10月にな

る見込みでございますので、市の大綱策定はその後になる予定でございま

す。

次lζ 、各条例を再検討し、簡素、簡便化を図られたいとの乙とでござい

ますが、本市固有事務については従来から簡素合理化に努めていると乙ろ

でございます。また、市行政事事については園、県の委任事務が非常に多

いわけでございますので、その申で申請、届出等の手続きに複雑なものが

あるかと考えられますが、現在、圏、県の行政改革の申で乙れら委任事務

処理の簡素合理化を検討していると乙ろでございますので、乙れらとあわ

せて今後さらに必要最小限の手続きや書類の改善巻図ってまいりたいと思

います。

次lζ、議員定数の削減と議員報酬についての考え方でございますが、議

員定数につきましては、地方行革の申で 7項目にわたる重点事項が示され

ておりますが、乙のうち地方議会の合理化の項目では、 「地方議会の議員

定数の減少については、既にかなりの自主的な努力が行われていると乙ろ

であるが、地方行革を推進する上での議会の役割の重要性にかんがみ、地

方議会においてはその権能に十分留意しつつ、組織・運営の合理化等につ
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F司・・・『

いて更に自主的lζ検討を進めるものとするJとしております。したがいま

して、議会がみずからの責任において自主的に検討すべきものと考えてお

りますので、市としては取り上げていないと乙ろでございます。

議員報酬はっきましては、一般職の給与も含め、他の地方公共団体との

均衡、物価の状況等、総合的lζ考慮し、あわせて特別職報酬等審議会の意

見を尊重して適宜改定してまいりたいと考えております。

次lζ 、大型屈に対する市の考え方についてでございますが、まず今回の

結審lと対しまして意見書は求められておりません。しかし、審議の過程に

おいて市の大型庖に対する基本的な考えは、駅前東口再開発事業やモデル

商庖街近代化事業が実施された後、さらに出庖するようになるならば、大

型屈は単に流通だけの面からとらえるのではなく、都市計画との整合性を

図られるようにとの意見を申し述べております。しかしながら、御承知の

ような内容の結審がなされましたので、結審内容を尊重してまいる所存で

ございます。市といたしましては、今後大型庖の出屈に際し地元商業者、

出居者と十分話し合いながら、商庖街の活性化のためモデル商庖街近代化

事業や駅前東口再開発事業等が一日も早〈実施できるよう努力をしてまい

りたいと思います。

答弁を終わります。

03番{山中金治郎君) 再質問いたします。

まず、情報公開の制度の制度化でございますが、今の御答弁ですと、非

常にお金がかかる、またプライパシーの保護等でいろんな問題がある、そ

れからもう 1つ全国 32 7 0余市町村のうちわずか 20団体しか検討段階

lζ入ってないという乙と、ぞれと千葉県ではゼロ lζ等しいという御答弁が

ありましたが、私の手元にある一一過去の新聞の切り抜きをずいぶん取っ

てございます、情報公開について一一それによりますと、 58年度の実施

団体は 5府県と 6市 8町、だが 62年度までには東京などの 15都県が実

施予定である、まだ未定のと乙ろは北海道から鹿児島まで 24都道府県で

あるということ、また千葉県内では検討して、すでにもう検討に入った市

が千葉、市川、習志野、四街道から浦安まで 14市、町では下総から芝山

等 5町、それと村では富里、印指という乙とです。ですからもうすでに市

lとしては 14市です。ですから半数がもう乙の検討段階に入っておる、進
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ーめておるというととなんです。

ですから、私は今の答弁で千葉県はゼロですよ、だから館山はまだ考え

ていないということではなくて、すでに国民の知る権利云々という乙とか

ら地方自治体ではかなり乙の問題に突っ込んで検討に入っておるわけです

から、今後の検討課題にするというんではなくて、乙の制度化lζ直ちに検

討に入ってもらいたい。将来ではなくて早急に検討に入ってもらいたいと

思いますが、その点について御返事をお聞かせいただきたい。

。総務部長(川畑喜代志君) 情報公聞につきまして御答弁申し上げます

ただいまの山中議員がおっしゃった数につきましては、私どもの持って

いる資料と申しますか、乙れはあくまでも新聞情報でございますけれども、

例えば県内でいいますと、 60年 4月28日の朝日新聞でございますが、

1 3市町村だけ現在検討しておるという乙とでございまして、也し山中議

員おっしゃるようにそういうような多くの団体で検討しているという乙と

であれば私どもの勉強不足という乙とで謝らなければいかぬわけですけれ

ども……。

先ほど、市長御答弁申し上げましたように情報公開につきましては、理

念的には大変結構な制度でございますし、一部の都府県あるいは市町村に

おいてもやっておるわけですけれども、何ぷんにもやる際lζはやはり問題

点が多い、克服しなけれ，;1'-官製題点が多いという乙とでございますので、

あまり先走り過ぎましでも取り返しのつかない乙とでございますので、そ

ういうととで慎重に対処していきたいという乙とで現在のと乙ろ考えてお

ります。

大変、すばらしい制度だというふうに考えておりますので、将来的には

館山市でも検討はせにゃいかぬというふうには考えておりますけれども、

現在のと乙ろではすぐ早急にという乙とでは考えておらないというと乙ろ

でございます。

以上です。

03番(山中金治郎君) 私は、いまの制度はなるべく早〈検討に入って

いただきたいと思います。

次の、行政改革の大綱の公表はという乙とでございますが、乙の点につ

いては大綱の公表は県の大綱ができてからという乙とで、 2番目の条例の
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見直し云々についてもそれができてからという乙とでございますので、了

解をいたします。

ただ、次官通達のなかで、 「大綱の策定にあたっては、議会はもとより

民間有識者、住民の意向が十分反映されるよう配意する乙と j とあります

ので、乙の辺十分乙の意味を汲みとって御検討をお願いをいたしたいと思

います。

次の、行革の 3っ自の議員定数、報酬の問題でございますが、御答弁lと

よりますと、乙れは議会独自の問題なので自主的lζ検討しなさい、市では

取り上げておらないという乙とのようでございます。私は議員報酬につき

ましては、非常に乙れは難しい問題だと思うんですが、館山市については

非常に今財政が逼迫しておるので、その辺を考えベきじゃないかと思いま

す。乙の通達の中にも「憩会における給与関係予算及び条例の審議に当た

っては、予算lζ関する説明書の 1つである給与費明細書をも活用して、従

来にもまして十分かつ慎重に行うよう配意する乙と Jとあります。乙の辺

を考えて従来より慎重にしなさいよという乙とだろうと思いますので、そ

の辺考えるべきだと思います。

ただ、私、先ほど御答弁の申で、自主的に議会で検討すべきものだとい

う乙とでございますので、一つ御質問申し上げますが、 60年度で市の議

会事務局の職員が 1名減という乙とになりました。私は市の執行部tζ対す

る議会側というんで、相対する立場でございますが、私は議会活動を十分

lとなし遂げるには事務局をより充実すべきであるという考え方を前から私

持っているわけです。資料一つはしましでも、われわれが動きやすいよう

にいろんな資斜の提出をお願いする乙とがあります。ただ、事務局の内容

がスタッフが少ないためになかなか要求どおりいかないという乙とがかな

りありますので、私は行政を執行する執行部の方の流れをチェックしてい

くのがわれわれ議会でございますが、そのような議会のチェック機能を十

分に発揮するにはやはり相当な資料が要るわけです。ですから、そのよう

な資棋を取りそろえていくにはやはりスタッフの充実も要ると思います。

しかしそれが行政改革の申の合理化の波、あおりでだんだん減らされてい

くという乙とになると乙れは先ほど触れました議員報酬という乙とにつき

ましても乙れはちょっと考えが違ってくるんじゃないか。われわれが独自
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で資斜集めに奔走しなくちゃいけない、そうでなければ完全な議会活動が

できないという乙とになるわけです。ですから、私は財政が非常に厳しい

だからわれわれがやはり姿勢をたたすべきじゃないかという乙とでありま

すけれども、実際lζ市民の要望lζ 乙たえるような議会活動を完全に行うと

いう乙とになりますといろいろな資料が要るわけです。そうでないと行政

が提示された乙とをそのまま流れて通っていくわけでございますので、そ

れでは議会としてちょっと本来の趣旨からはずれてるような気がしてなら

ない。ですから、議会事務局をもう少し充実してほしいという考え方持っ

ていたんです。

今度、逆lζ1名減という乙とになったんですけれども、その辺の、どう

してそういう乙とにしたのか。もちろんいろんな設備を整えていままでの

乙乙に座っておられる速記、書記の人が要らなくなったからという乙とだ

ろうと思いますけれども、それならまたほかの方で幾らもいろんな資制集

めがあるわけでございますので、その辺私はちょっとひっかかる問題が乙

れほからんで出てきたわけですから、市長さんが議会は議会独自でという

考え方あるんであれば、もっと議会事務局を私充実すべきであるという考

え方、ですから事務の合理化を図らなくちゃいけないという乙とで、行政

改革の乙ういう指導があるんでそいつを 1名減らされたのか。その辺がち

ょっと私にはひっかかるものがある。ですから 1名減らしたというその理

由をちょっとお潤きしたいと思います。

0議会事務局長補佐{兵藤恭一君) それでは、事務局の職員定数の関係

につきまして私の方からお答えをいたします。

御承知のとおり、今年度から議場の環境整備という乙とで、従前速記者

2名を配置しておりましたけれども、録音から直接会議録を作成するとい

うような乙とが実施をされたわけでございます。ぞれに伴いまして事務局

の定数を 1名減じても十分対応できるというような考え方から 5名という

乙とでお願いをしたわけでございます。

以上。

03番(山中金治郎君) 何か私ども議会の問題になっておるようでござ

いますので、今後乙ういうふうな一一一私は議会の事務局はより充実すべき

であるという考え方持っておりますので、議会の申で乙の問題を話し合い
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「雪
をして、予算の裏づけは執行部の方でございますので、ですから結論がも

し出ましたらぱひとつ市長さんの方で予算の裏づけをお願いしたいと思い

ますので、よろしくお願い申し上げます。

次の大型庖の問題でございますが、この問題につきましては先ほど日下

議員さんの方からいろいろな御質疑がありましたが、私はお伺いしたいの

は、基本的な乙とでございますが、先ほど言いましたように、商圏人口の

流出を食いとめるためには商庖の近代化が必要であり、利便性などの拠点

となり得る大型屈はある程度私は必要であろうかと思うわけです。ですか

ら、先ほど言いました北上市の問題につきましでも、館山市と事情は違う

かもわかりませんけれども、北上市に進出しようといった大型庖があった、

それをいろんなことで、協議会で制約をあまりにも加えたものですから、

その大型庖が隣の人口 80 0 0の村へ進出をした、駐車場を 1200台も

駐車できるような大きなものをつくった、そうしますとその村の高庖は非

常にそれに協調して繁栄をし始めた、逆lと北上市の商庖は 45%のお客さ

まを隣村にとられてしまった、商屈の近代化を図るのは借金をして近代化

をした、それで開屈したと乙ろが以前より 20%も売り上げが減ってしま

った、ですから借金も返すに返せないというような乙とのようでございま

したが、私はできれば商圏人口をふやすようにするにはそういう魅力のあ

る大型庖がある程度必要であろうかと思います。それとある程度協調して、

地元商庖が協調できればすばらしい状態になっていくんじゃないかという

ことを考えておるわけですが、ですからその大型庖そのものに対してどの

ようにお考えか、基本的な問題を私はお伺いしたわけですけれども、それ

にはちょっと答弁が触れてないように思える、その点だけひとつお伺いし

たいと思います。

0経済部長{吉岡政雄君) お答えいたします。

大型庖の出庖が 1万平米の床面積でもって結審されておるわけでござい

ます。大型庖l乙負けないようにという乙とで、地元の館山銀座商庖街振興

組合は 59年度におきましてモデル近代化の基本計画ができたわけでござ

います。現在、 60年度におきましてはそれの実施計画というものが今作

成申でございまして、大型庖lζ負けないような魅力のある商庖街をつくっ

ていきたい、乙ういう乙とで役員初め組合員の方々が一生懸命今勉強して
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いる最中でございます。

一つの例でございますが、県の方のモデル事業でございますけれども、

3カ年間で約 4億 50 0 0万の事業費があるわけでございます。乙れは地

元の方々がやはり 1億 50 0 0万調達しなければなりません。そういうわ

けで 3カ年計画で 1軒のお屈が 1年間で約 25万ずつ、そういう乙とで 3

カ年間で 15万を貯金しましょう、乙ういうような回覧板もまた要請書も

出ておるようでございまして、大型屈に負けないような立派な近代化され

た商庖街作成という乙とで現在実施計画を検討していると乙ろでございま

す。

以上でございます。

03番(山中金治郎君) 私が今申し上げましたような、そういう心配が

実現しなければ結構です。もう、私は、実施段階lζ入っておりますので、

本当に買いやすいような屈ができあがった、きあいらっしゃいと言ったと

きにお客さんは来なかったという乙とでは大変なととになりますので、大

至急実現をして、北上市のようなとんでもない輸を踏まないようにひとつ

お願いをいたして質問を終わります。

0議長(流山源次郎君) 以上で 3番議員君の質問を終わります。

次lζ 、 2番議員田沢勝信君。御登壇顕います。

( 2番議員田沢勝信君登壇)

02番(田沢勝信君) 私は、すでに 4点にわたり質問の通告をしてあり

ますので、その通告に従って順次御質問いたします。

まず、第 1点は、義務教育における 40入学級の推進についてでありま

す。

御承知のとおり、小学校、中学校の学級揖成における 40入学級は行き

届いた教育をという国民の要望を背景に昭和 55年からスタートしており

ます。その完了期間を昭和 66年 3月31日までとはしているものの制度

が発足して間もなく臨調、行革によってその実現が抑制あるいは凍結され、

全体的にその推進は遅らされてきました。その結果、今日なお館山市の児

童、生徒にあっては 40入学級の実施を見る乙ともなく、制度の恩恵も受

ける乙とができないままであります。

今日、児童、生徒を取り巻く教育の諸課題が大きく取り上げられ、論議
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がされているわけですが、それらの教育上の諸課題の解決にあたって必要

な乙とは、児童、生徒があらゆる意味での教育課程にあって行き届いた教

育を受ける乙とが可能となる条件整備の実現にあり、 45入学級の解消、

4 0入学級の早期実現は重要な課題であります。

また、 40入学級の抑制、凍結の根拠とされてきた補助金に関する行革

特例法の期聞が切れた今乙そ、乙れまでの遅れた分を条件整備していく機

会でもあります。同時に、乙の 4 0入学級制度発足時の 3年後に見直すと

した国会決議に従って、当時の 12年間計画を短縮し、昭和 66年度完了

を待つまでもなく、早期lζ40入学級がすべての学年にわたって実現され

るよう地方自治体としての働きかけもまた論を待たない急務であろうかと

も思うわけです。

それにしましでも、 12年計画からいってさえ残された期間は 66年ま

での 6年間であります。乙れまでの新入生から 40入学級の実施という国

の方針からいえば小学校においては来年度新入生から無条件に実施が始め

られなければ 66年度までの完了は達成し得ず、同様tζ申学授においては

遅くとも 64年度には無条件に実施がされなければならないわけです。し

たがって、館山市においても少なくとも小学校においては来年度新入生か

らは 40入学級の実施が行われなければならない乙とになるわけです。

しかし、 60年今年度がそうであったように、 40入学級の具体的推進

において児童、生徒数の減少、教職員の自然減を利用して実現しようとす

る国の後ろ向きの方針のため、安房郡市町村においては幾つかの自治体で

4 0入学級の実施を見ながらも、館山市は 4 0入学級の学級編成区域外に

されてきたという事実があります。

したがって、地方自治体としての 40入学級早期実現のための働きかけ

を要望しつつ、乙の簡の経緯等を踏まえ、具体的な質問をいたします。

第 1tζ 、40入学級の推進について、来年度新入生から無条件に実施が

されていく乙とになるのか。あるいは児童、生徒の減少、教職員の自然減

を利用しての 40入学級実施という乙とから、本年度同様条件が付けられ、

新入生から実施という乙れまでの枠組みが取り払われ、館山市において 4

0入学級実施が遅れる乙ともあり得るのか。その現状についてどのように

受け止めているのかまずお聞かせ顕います。
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第 2tζ 、仮lζ40入学級が来年度新入生から 66年度まで順次実施され

るとすればその対象となっていく学校、あるいはクラスの増加等はどのよ

うになってい〈のか、推計等がされ工いると思いますので、お聞かせ顕い

ます。

次に、第 2点目として、地方行革について御質問いたします。

地方行革、いわゆる国が示した地方行革大綱lζ対する市長の対応策につ

いてはさきの 6月議会でも質問しておりますので、この議会での市長の答

弁を踏まえ、その後の対応策の現状について明らかにしてほしいと思いま

す。

さきの議会で、市長は、国の行革大綱lζ示された重点事項のうち、①事

事事業の見置し、②給与の適正化、@民問委託の 3項目を重点に調査検討

していると答弁しているわけです。そして、行革推進本部原案は 8月上旬

という乙とでした。

そ乙で、具体的lζ質問いたしますが、第 1tζ 、重点項目とされた事務事

業の見直し、給与の適正化、民間委託の 3項目にわたる調査検討がされた

と思いますが、その具体的課題は何になっているのか明らかにしてほしい

と思います。

第 2tと、国が示した行革大綱申、給与、退職金の見直し、つまり国より

高い給与、退職金は切り下げを検討しなさいという見直しについてであり

ます。私ども館山市職員の給与、退職金について不適正だと思った乙とは

ないわけです。私個人の主観ではなく、給与についても人勧に沿ってその

基準が明らかにされ、決定額についても議会で承認してきた経過がござい

ます。ましてや人勧の凍結、抑制が強いられている申では法に沿って人勧

の完全実施をすべきだとする議会の意見書決議もされております。あるい

は人勧噂重という市長自身の表明もあるわけです。給与について調査検討

といわれるならば、乙の聞の経過を踏まえ、なおかつ人勧が完全実施きれ

ない申での開題点、職員の犠牲について明らかにされ、国の法の頗守とい

う乙とが問われなければなりません。また、いまだ本年度人勧についての

実施方向も定まらない申では、国の示した地方行革大綱でいわれるような

給与、退職金の切り下げについての検討はすべきでないと思うわけですが、

市長の見解をお伺いしたいと思います。
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次lと、第 3点目、申小零細事業所の退職金制度加入の促進についての御

質問をいたします。

申小零細事業所の退職金制度加入について、市の補助制度を設けてその

促進を図れないものか、乙の議場でも数回お願いしてまいりました。前回

市長の答弁では、商工会議所での調査をもとに補助制度によって加入が促

進し得るものなのかどうかさらに調査検討してみるという乙とでございま

した。その際、私は退職金制度加入の促進のための補助制度を設けている

自治体はすでに千葉県においても半数近くあり、しかもその補助の内容に

ついては当市では従業員数が 10人未満という事業所等も多く、退職金制

度lと加入できないでいるという現実を克服し得るものが必要になるという

ことも申し上げてまいりました。

そこで、改めてお尋ねいたしますが、その後の市の調査検討についてお

聞かせ願います。

最後に、第 4点目として、日本電信電話会社の市道占用制金の徴収につ

いての御質問をいたします。

乙の 4月以降民営化された日本電信電話会社、 NTTからは館山市にお

いて市条例lζ従って市道占用斜金の徴収が可能になる乙とになります。す

でに御承知かと思われますが、幾つかの自治体では道路占用条例の新たな

策定、あるいは条例の見直し等を含めて 9月議会に提案されていると乙ろ

もございます。実は、民営化された日本電信電話会社の道路占用料金の徴

収が可能となったという乙とをきっかけに各自治体の道路占用制金徴収の

あり方についてもその基準がどこにあるのかという乙とが改めて問われて

ております。

具体的に申し上げますと、柱 1本の市道占用料金をとってみても、館山

市が年間 555円、県下の自治体の申では高い方は館山市の倍額斜金があ

りますし、低い方では当市の半額以下という自治体があるわけです。また、

NTTの道路占用lζ入ると思われるものの申でケーブルによる占用あるい

はマンホールによる占用等も考えられますが、マンホールはどの徴収種別

に入るのか、あるいはケーブルはどの徴収種別lζ入るのか、その基準につ

いても続ーしたものが求められると思います。乙れらの合理的な基準を明

らかにした上で当市も早急に NTTの市道占用制金徴収についての具体的
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な詰めに入る必要があると思うわけです。

そ乙で、質問するわけですが、 NTTからの市道占用制金徴収について

の検討はどのようになっているのか。特に基準を判断する上で、県道占用

の場合等、県としても検討されている乙ともあろうかと思いますので、県

の検討状況などもわかりましたらお聞かせ願いたいと思います。

以上、 4点にわたり御質問いたしましたが、答弁はよりまして再質問を

いたします。

0議長(流山源次郎君) 午前の会議はこれにて休憩とし、午後 1時再開

といたします。

午前 11時44分休憩

午後 1時o2分再開
0譜長(流山源次郎君) 午後の出席議員数 25名、休憩前に引き続き会

議を開きます。

{市長半海良一君登壇)

0市長(半海良一君) 田沢議員の御質問にお答えをいたします。

質問の第 1点は、教育長より御答弁を申し上げます。

質問の第 2点、行政改革についてでございますが、地方行革の課題とし

て事務事業の見直し、給与の適正化、民間委託等を取り上げているがその

進捗状況はどうかとの御質問でございますが、事務事業の見直しにつきま

しては、.全庁において実施し、改善事務事業 14 8件の提出がございまし

たが、乙のほとんどが内部事事lζ係る問題でございますので、各課のヒヤ

リングを実施し、各部問調整を行っていると乙ろでございます。

給与及び民間委託等の検討につきましては、それぞれの部会で園、県及

び県内各市の状況と動向、本市のあり方等を検討中でございまして、具体

的な措置事項の策定に至っておりません。

次lζ 、人勧の不完全実施の申で給与等の引き下げはすべきでないと思う

がという御質問でございますが、人事院勧告制度は公務員の労働基本権の

制約の代償措置の一つである以上最大限の尊重を受けるべきであると考え

ておりますが、昭和 57年度以降の給与勧告の不完全実施は、国家財政の

危機を乗り切るための行政改革の一環としてとられた措置であり、その決

定lと至る過程であらゆる角度から検討が慎重に行われ、可能な限りを尽く
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したやむを得ない措置であったと思います。一方、地方公事員の給与は、

地方公務員法tと定める給与決定原則lζ即し、基本的には国家公務員の給与

に準ずべきものであって、人事院勧告の不完全実施を根拠に国家公審員tζ

準じない高い率の給与、退職手当等を支給する乙とが是認されるものでは

ないと考えております。

次l乙、第 S点、申小零細事業所の退職金制度加入の促進についての御質

問でございますが、中小企業事業団が行う中小企業退職金共済制度及び商

工会議所が行う特定退職金共済制度の加入の促進につきましては、従来か

ら商工会議所とともに乙れの促進をしてきたと乙ろでございますが、本年

8月館山銀座高信街振興組合の組合員を対象lζ アンケート調査を行ったと

乙ろ、事業所 185のうちすでに企業内退職金規程、各種特約庖福祉共済

制度等に加入している事業所及び雇用者のいない家族従業者のみの事業所

を除くと中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度lζ加入できる事業

所が 11、そのうち加入している事業所は4-4-で残り 33の事業所で加入

していないと答えております。その主な理由として、加入したいが現状で

は困難であると答えております。

今後とも、退職金制度の加入促進につきましては、全市的tζ未加入者の

実態を調査し、商工会議所と協力しながら対処bてまいりたいと存じます。

第4点、日本電信電話会社の市道占有棋の徴収についてでございますが、

本年4月 1日から新会社移行lζ伴い市道占有料を徴収する乙とになりまし

た。市lζおきましては新会社と密接な連絡をとりながら市道上の電柱及び

公衆電話ボックス等の把握作業を進めており、全作業の終了は 12月を予

定しております。また、県道占用斜につきまして、県lζ照会いたしました

と乙ろ、県道上の占用物件調査はおおむね完了しており、細部の点で現在

検討申である旨の回答がございました。

館山市といたしましては、県及び近瞬市町村の状況を見ながら検討し、

占用制の徴収をしたいと考えております。

以上、答弁を終わります。

(教育長福原 修君登壇)

O教育長(福原 修君) お答えいたします。

御質問の4-0入学級の件でございますが、乙れにつきましてはぜひその
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実現を推進してまいる所存でございます。

学級編成lと関しましては、昭和 54年度公立義高教育諸学校の学級編成

及び教職員定数の標準lζ関する法律施行令が改定されまして、 1学級 40 

人となっておりますが、諸般の事情によりまして経過措置がとられまして、

翻指摘のとおり一部を除く義務教育諸学校の定員数は 45人のままになっ

て現在lと至っておちます。

それで、文部省は現在、来年度から 40入学級の完全実施を求めており

ますけれども、予算措置を伴いますものですから、大蔵省との折衝が必要

になってるわけでございまして、現在、お伺いすると乙ろによりますと、

大蔵省は反対であるというような乙とを聞いております。

したがいまして、来年度実施されるかされないかというような御質問だ

ったわけでございますが、現在のと乙ろわれわれの立場ではどのようにお

答えするかという乙とに因るわけでございまして、文部省としては努力す

る、しかし大蔵省としてはまだ予算措置を講じてない、乙れが現状でござ

いまして、見通しは逆にやや暗いんじゃないかなというような気持ちを抱

いております。

もし、仮lζ来年度から 40入学級が実施されたとしたならば市内におい

てどうかというような御質問であったわけでございますが、神戸小学校、

北条小学校、館山小学校、館野小学校は該当いたしまして、計 4学級が増

加される対象となるわけでございます。

いずれにいたしましでも、一人一人の子供に対しきめ細やかな、しかも

兎実した教育活動を実現するために、 40入学級の早期実施を図るべく関

係諸機関lζ対し強〈働きかけていく所存でございます。

答弁といたします。

02番(田沢勝信君) 質問の第 1点の 40入学級の推進について、ただ

いまの教育長からの答弁でおおむね了解するわけですが、乙の 40入学級

の法案そのものは 66年度lζ完成する、それ以外の経過措置はとられてい

ないわけですから、いずれにしましても 66年度までには完成するという

乙とになろうかと思います。その期聞についてただいま教育長から関係機

聞にその実現に向けて働きかけていく、そういうお答えがございましたの

で、乙れは早急lζ働きかけを強めていただきたいというふうに思います。
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乙れに関連しまして、来年度から 40入学級が実施された場合、 4つの

学授がその対象になる、特lと一一乙乙 lと市の「館山市教育のあらましJの

申で、学級編成の数、クラスの数、書いでございますけれども、乙れは昨

年度ですけれども、特に私は大変だなと思うのは館山小学校、乙れで見ま

すと S年の学年が 1組から 5組まであってすべて 45人編成ですね、ぎり

ぎりの段階でやっているわけです。同じく 4年生も 44名から 45名、 6

年生も 44名から 45名、そういう状態になっているわけです。あと北条

小学校も若干数は下回りますが、やはり 45人にぎりぎりに近い数で学級

編成がされております。乙れを見ますと、私の推測になりますけれども、

来年度から 40入学級を実施した場合、確実l乙各年度lζ クラス増があると

思うわけです。その辺の事情をもう少し詳しく知りたいと思いますので、

来年度から実施された場合、館山小学校、北条小学校では乙の 6年間でク

ラス増が何クラスふえていくようになるのか推計があると思うんですが、

その辺の説明をお願いしたいと思うんです。

0教育長{福原 修君) 非常にお答えするには膨大な資料が必要になる

わけでございますけれども、もし仮に来年度実施されたとしたならばとい

う仮定でお答えしますが、来年度は文部省の方針ですと、学年進行といい

まして来年度の新入生から実施をする、乙ういうような予定になっており

まして、それに従って私たちは計算をいたしておるわけでございます。

そうしますと、小学校で申しますと、今申し上げましたとおり船形小学

校が 2学級になります、 1年生ですね。それから那古小学校が 2になりま

す。ぞれから北条小学校が 1年生が 6学級になる予定でございます。館山

小学校は 5学級、西岬小学校は現状どおり 1学級、神戸小学校は 1学級の

と乙ろが 2学級という乙とになります。それから宮崎小学校は 1学級でご

ざいます。神余小学校は 6名でございますので……。豊房小学校もやはり

1学級。九重小学校は 1学級。ぞれから館野小学校が乙れが 2学級lとなり

ます。乙れも予定者が 4 3名でございますのですれすれのと乙ろでもし 4

0入学級が実施されれば 2学級という乙とになります。

申学の方を申し上げますと、 1申は 5学級でございます。 195名でご

ざいます。 2申が 331名、 9学級になります。それから 3申が 10学級

でございます。
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よろしゅうございますか。以上でございます。

02番(田沢勝信君} 私は、来年度から実施された場合、あるいはまた

乙れは 66年に完成するわけですから、そうなりますと当然学級数が増加

するわけですね。そうしますと、乙の 6年間の間lζ増加した学級編成分の

教室の確保が必要になると思うんですね。その意味で 6年間でふえる学級

教をお聞きしたんですけれども、例えば北条小学校一一ーただいま説明iとよ

りますと、来年度が一一実施された場合ですよ、 1学級ふえていく、 2年

目はまた 1学級増えていく、 3年目はまた新たに 1学級ふえていく、そう

いう乙とも考えられると思うんですね。例えば、今、北条小学校が 1年生

が5学級ですか、これが 40入学級の実施になりますと 6学級になる、こ

ういう推移でいくと思うんですね、 6年問。

乙れは私の推測ですが、そうなりますと、現在北条小学校等であいてい

る教室が、私ども聞いたととろによりますと、 3学級ぞちい、 S教室があ

いているというお話も伺っているわけです。そうしますと、 6年間の聞で

その不足分の教室の確保の何らかの対策が必要になるかというふうに思う

わけです。乙れは北条小学校だけじゃなくて同じく館山小学校等tl:ついて

もいえるんじゃないかというふうに思うわけです。その辺の事情tζついて

聞いているんですが、あくまでも私、今、推測の上で質問していますから、

現実の推計ではどういうふうになっていくのかお聞かせ願いたいと思うん

ですよ。

0教育長(福原 修君} 生徒数は次第次第に減りつつあるというのが小

学校においては現実でございます。でありますので、 40入学級がもし実

飽きれないとすればそれほど大きな問題は起きて乙ない、このように実は

考えておるわけでございます。もし、 40入学級が実施されるとすれば、

御指摘のとおり教室が不足してまいりますけれども、いろいろと考えてみ

ますと、 43人で 2学級になりますと、 21人と 22人になりますが、 4

0人ぴたっとあるわけじゃございませんで、いろいろな工夫も考えていか

なきゃならない。もし新たに教室をつくるとすれば膨大な経費がかかるも

のでございますから、乙の辺は慎重に考えていかなきゃいけないと思って

います。と同時に、また、っくりました、しばらくして今度学級数が減る

ようになるという場合も、将来の見通しも立てておかなければいけないも
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のでございますから、そういう点も配慮しながら慎重に計画を立てていく

所存でございます。

以上でございます。

02番(田沢勝信君) 今年度生まれた子供を含めて、 6歳から入学にな

るわけですから、大まかな人口調査の中でのクラスの数というんですか、

予測可能だと思うんですね。それは現在把握しておりませんか。

0教育長(福原 修君) 6 6年度ごろまでの数は大体調査してございま

す。でございますから、それに基づいて乙れからいろいろと考えていかな

ければならない。 40入学級は率直に言いまして来年度の見通しはっきり

つかないものでございますから、はっきり法律上出てきましたならば、来

年度実施されるとしても学年進行でいくだろう、乙ういう見通し立ててお

りますので、 61年度の新入生だけになるだろうという乙とを考えており

ますものですから、ぞれからでもいろいろと検討を加えていきたい、乙の

ように考えております。

02番(田沢勝信君) 4 0入学級の推進については、何よりも来年度実

施される、その乙とが大事ですから、現在のと乙ろ文部省としては学年進

行という形でやりたい、そういう形で予算も概算要求やっているようです

から、教育長さんとしてもぜひ乙の実現がされるように関係機関lζ働きか

けてほしいと思います。

それで、再質問の 2点自に移ります。

先ほど、私が、人勧が完全実績されていないし、また今年度の人勧も実

施の見通しが立っていない段階で給与の見直しはすべきじゃないんじゃな

いかというお話をしましたと乙ろ、市長さんから、国より高い給与は是認

されないんだ、そういうお話でございますね。私は、そもそも乙の行革大

綱そのものは助言であるという前提がございましたね。もう 1つは、市職

員の給与については原則的には各自治体が人勧に沿ってきめる、そういう

ふうになっているわけですね。そういう関係から見れば国よりも幾らか高

いかもわかりませんが、乙の給与が是認されないんだ、そういう根拠はな

いと思うんですね。その辺について市長さんから再度お答え願いたいと思

うんです。

0市長(半揮良一君) 公費員の給与は、地方公務員法iζ定められる給与
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の決定原則というものがあるわけですから、国家公務員、他の地方公君臨員、

あるいは民間給与ペース、そういうものを勘案して決めなさいという乙と

になっているわけでございますので吋あくまでもやはり国家公務員の給与

というのが一つの基準になって一一一自主的にもちろんその市町村が決める

ものではありますけれども、一つの基準になる乙とは否めない事実だろう

というふうに思います。

02番(田沢勝信君} 確かに、私も基準lとなっていることは認めるわけ

です。しかし、それが不適正だとは言えないと思うんですね。時代によ勺

ては人材確保、そういうあらゆる各面からみて幾らか高くなる場合もある

わけです。

ただいま、市長さんの見解はよりますと、それじゃ今まで市長吾んが提

案してきた市の職員の給与、あるいはまた給与条例、そういうるとが不適

正だったということになりかねないわげですね。市長きんみずからが提案

してきた乙とが不適正だったんですかね。私はそういうふうな認識は持つ

てないわけですよ。市長さんが今回不適正だというととなんで私は理解が

できないわけですが、今までの市長さんの見解を変えて不適正だというふ

うにおっしゃっているわけですか。

0市長(半揮良一君) どうも不適正であったかどうかという乙とになる

と大変図るんでございますが、やはり他の地方公共団体等も考えなければ

いけないわけですから、バランスの上で決めてきたわけでございますので、

決めた乙と自体は不適正ではなかったと思っております。

02番(田沢勝信君) 非常はわからない答弁なんですが、決めてきた乙

とは適正だけれども、他の自治体と比べてみて不適正があるかもしれない、

そういうお話なんですが、非常に私は理解ができません。乙れはずっと平

行線になるかと思います。

ただ、 1つ私の方からお願いしたいと思うんですが、現在給与の切り下

げの見直し、そういう乙とが検討されていると思いますが、乙れは退職金

とも非常に関連する問題だと思うんですね。また、退職金等の問題考えま

すと、乙れは事務組合の方でやってますから非常にほかの自治体とも関連

するわけです。当然そういうふうになりますと、今年度の人勧がどういう

ふうになるのか、その動向を見極めないと切り下げるかどうかという検討
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はできないと思うんですね。私はそういうふうに思うわけです。と乙ろが

行革大綱の館山市の大綱、乙れは先ほど話ございましたけれども、人勧の

見通しが立つ前に出される可能性もあるんじゃないだろうか、そういう予

測もできるわけですね。館山市の場合は昨年 12月ですか、実施されまし

たけれども、少なくとも私は乙の見直しがされる時期が市の職員の給与が

どうなるのか、その決定があってからでも遅くない、そういうふうに思う

わけです。したがって、この給与の見直し、退職金の見直し、それに関し

ては市の職員の今年度の額が決まってからでも遅くないんじゃないか。し

たがってそれ以前に市の行革大綱を公表しようとするんであればそれから

除くべきじゃないか、そういうふうに思いますが、市長さんいかがですか。

O市長(半海良一君} ちょっと御理解しにくい点もあったんですが、現

在給与の問題については検討中でございますので、はっきりしたお答えは

できませんけれども、当然やはり人勧が出れば、その人勧に沿ったベース

アップをさらに一一ーたとえ、その前tζ出してあったとしても、それに沿っ

た改定を行うべきだと考えております。

02番{田沢勝信君) ぜひ、給与の問題については、非常に大きな問題

になろうかと思いますので、この件lζ関しましては慎重lζ取り扱っていた

だきたい、そういうお願いを申し上げておきたいと思います。

次lζ 、時間もございませんから、質問の 3点目lと移ります。

先ほど、仮興組合の組合員を対象lとして調査された結果について報告が

ありました。加盟できる組合数 77申44が現在入っていて、 33が未加

盟、乙の 33の事業所について退職金共済加入制度に入るというのは非常

に困難がある、そういう答弁だったと思いますが、実は先ほど私 1回目の

質問の申で申し上げましたが、非常lζ館山市の場合は 10人未満の事業所

が多いわけです。したがって、乙ういう事業所が退職金制度に加入するた

めにはそれに沿った市の補助制度が必要かというふうに思うわけです。今

後全市的な調査をするという乙とでございますので、乙の退職金共済lζ加

入できない原因をきちんとつかんでそれを克服できる政策的な内容の検討

が必要になるんではないか、そういうふうに思うわけです。今後、調査さ

れると思いますが、その辺を十分考えた調査をしていただきたい、そうい

うふうに考えます。
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ぞれと、今後、再度全市的な調査を行うという乙となので、もう 1点だ

け乙れに関連してお願いしたいと思いますが、実はこの調査の対象の中に

はパートタイマーは入っていないと思うんですね。と乙ろが、館山市の最

近の雇用状態を見てみますと、非常lζ パートタイマーがふえできておりま

す。と乙ろが、乙こに一一一乙れは退職金共済の出したパンフレットなんで

すが、乙のパンフレットを見てみますと、パートは入れなくていいですよ

と、あえてそういう説明が入っているんですね。したがって、事業所の方

もこれは多分見ておられると思うんですね。ところが、パートの方は入れ

なくていいという項目があるもんですからパートは意図的に入れていない

と思うんです。ほとんどパートの場合は入ってないと思う人です。ととち

が、パートの場合も雇用形態を見てみますと、実際lC.3時間、 4時間とい

うのは少なくて、今まで正規の職員がやっていた仕事をパートでやってい

る、したがって勤務時聞についても非常に週 22時間は超えている、そう

いうふうに思うんです。

そういう意味から言いますと、私は乙の退職金の加入問題についてはパ

ートで働いている人も対象にしてぜひ調査をお願いできないかというふう

に思うわけです。結構大きな 100人、 150人の事業所の中でもパート

を雇っていて一切退職金制度がない、そういう事業所が結構ございます。

ぜひ乙の申退金、あるいは特定退職金共済、乙の加入促進にあたってはそ

ういうパートの方も対象にしてぜひ調査を進めていただきたい、そういう

ふうに思うわけです。

特lζ 、パートの退職金問題については大阪の摂津市でパートだけを対象

{として、週 22時間以上働いている方を対象にして、市が共済組合の団体

になって加入をさせていく、そういう条例もつくられておりますので、ぜ

ひそれらも検討してその対象の申tζ パートの従業員等も加入できるような

方向の調査を行っていただきたい、そういう要望をしておきます。

最後lと、 NTTの市道の占有斜の問題なんですが、斜金については今後

近隣市町村をみて検討していくという乙とでございますので、ぜひ進めて

いただきたいと思うんですが、関連して質問したいんですが、各自治体の

道路占用斜の現状を見てみますと、乙れは電柱なんですが、昨年までの統

計なんですが、習志野で 1本 1160円、多分習志野では 9月議会で 14 
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o 0円を趨えた条例の改定で提案されるというふうに聞いてますからそう
いうふうになるかと思うんです。と乙ろが、安い方になりますと、四街道

で電柱 1本が 120円、そういう現状があるわけです。非常に占用料の額

の決定についてはアンバランスがある。私は占用料の額について 1つの考

え方があろうかと思うんです。例えば館山市の場合は 555円ですから、

555円にした考え方があろうかと思うんです。今後占用制一一一NTTと

か東電だとか非常に営業活動lζ使う占用がふえていくわけですが、決して

小さい企業じゃないですね。言ってみれば独占体の企業ですね。しかも経

営内容からいっても年間 40 0 0億超えるような利益がある企業なわけで

す。乙ういう乙とを相手にしているわけですから、当然占用斜のあり方、

問題になっていくと思うんです。そういう乙とで基準がどの辺にあるのか

考え方の問題としてお聞かせ願えればと思うんです。

。経済部長(吉岡政雄君) お答えいたします。

先ほど、市長より御答弁申し上げましたとおり、私ども市といたしまし

ては県並びに近隣市町村の状況等を検討しながらいただけるものは十分に

いただきたい、乙ういう考え方を持っております。

02番(田沢勝信君} 乙の占用斜の額ですね、決定するときに考え方が

あると思うんですよ、基準を設定する考え方が。近隣にあわせて平均を取

るという意味じゃなくて、考え方があろうかと思うんですが、それを聞い

ているわけですが…・・・。

。経済部長(吉岡政雄君) 現在、私どもは電柱の数とか、いろいろな乙

とを電電公社と検討している最中でございますので、それとあわせながら

器当課の方でできる行けたくさんいただけるように努力していきたい、こ

のように考えております。

0議長{流山源次郎君) 以上で 2番議員君の質問を終わります。

次に、 20番議員石井武敏君。御登壇願います。

( 2 0番議員石井武敏君登壇)

020番{石井武敏君) 御質問申し上げます。

私は、かねて通告しでありました次の 7点にわたって質問をいたします。

まず第 1点は、乳幼児定期検診における眼科検診の実施はできないかど

うか。 2点目は、高年者採用の事業所における特別優遇措置を採用できな
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ーいか。 3点目は、高齢者lと対する生活資金の貸し付け制度はできないか。

4点目は、各小、中学校lζ学習田を取り入れてはどうか。 5点目は、小、

中学校lζ年々増加する空き教室をラ，ンチルーム iζ改造できないか。 6点目

は、各校lと天体望遠鏡の設置をしたらどうか。 1j点目は、教育問題協議会

を設置できないか、等々であります。

まず、第 1点の乳幼児の定期検診における眼科検診の実施はできないか

という問題でありますが、これは最近特lζ乳幼児の視力が落ちてきたとい

うような傾向があります。それでこれがもとで幼児の遠視ゃあるいは乱視

が病国となりまして弱視につながっていくという結果が非常に多く出てい

るということを聞いております。これは非常lと大きな問題でありまして、

近視以上の重大な問題であります。そして、乙れらは可能な限り早自に検

診を行い発見し治療にあたらないと手遅れになって治りにくくなるという

性質のものであります。

当市におきましては、昭和 53年から 1歳半児の検診を実施しておりま

す。これは内科と歯科でありまして、内科は体格、栄養状態、骨の仕組み、

形態異常、皮膚疾患、胸部、心雑音、腹部などです。それらを検診してい

るわけであります。それと歯科全般という乙とになっております。自の検

診については母親の観察による問診に限られております。しかし、目は日

常の観察では非常に難しくて、やはり専門的な知識や判断によらなくては

ならない点が多いわけであります。そ乙で、乙の目の検診をきちんと検査

項目は入れまして取り上げる必要がぜひあるのではないかというように考

えます。

乙の施策の実施の方法としましては、 1、対象としては 1歳 6カ月の検

診児とする、 2、方法としては眼科専門医がペンライトを用いて眼位、ま

た眼球運動、そして外眼部の検査を行う、 3、指導の方法としては眼科医

の指導によってつくった子供の自を守るためのパンフレットを用いて指導

する、等々の方法が考えられるわけでありますが、このように行政の申で

取り上げていく乙とが肝要であろうと思われますが、乙の点はっきまして

市長の御所見を承りたいというように思います。

次lζ 、高齢者lζ対する生活費金の貸し付け制度はできないかという質問

でありますが、これは高齢者の福祉対策としての施策であります。固定資
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産はあるけれども、生活に困窮している老人を見かけます。そして、乙れ

らの老人の対策としては老人が死亡後lζ固定資産の申から差し引く形で生

活資金を貸し付ける制度を創設できないかというように私は思うわけであ

ります。

子供が親元から離れまして、また老夫婦もしくは老人の 1人暮らしにな

った場合に住んでいる家、屋敷があるのは生活に困窮する場合を多く見か

けます。乙れは生活保護lと該当できなかったり、あるいは病気になって入

院しでも医療の保護が受けられない例が多いわけでありますので、乙うし

た人たちを救済するために固定資産の価値を活用して生活費を援助する必

要があるように思われます。市中銀行等では利息が高いので、乙れを行政

の面から福祉対策の一環として取り上げたらどうかというように思うわけ

です。乙の点につきましてどのように考えられますか、お答えいただきた

いというように思います。

次lζ 、高齢者採用の事業所に特別優遇措置を採用できないかという問題

でありますが、近年高齢者数の急速な伸びによりまして高齢化社会がます

ます発展してきている状況は御承知のとおりであります。その反面最気は

あんまり芳しくなくて、景気回復の見通しも明るいものではありません。

そうした状況の申で失業者は年々ふえているようであります。乙のような

社会の経済状況を背景はしまして、申高年齢の層の就職は困難を極めてお

ります。

当市の人民は、昭和 60年の 8月をもちまして 5万 5574名、 60歳

以よの人ロは 1万2127人、 65歳以上の人口は 87 2 4入、乙の申で

再就職を希望しでいる方が大勢いますが、職安へ行っても職安の条件はほ

とんど 50歳以下であります口国では身体障害者には障害者雇用促進法は

よりまして、法律で雇用が義務づけられております。また、中高年齢者の

雇用促進法もありますが、乙れは特別法でありまして条件が厳しくて該当

する事業種も制限があり、雇用した事業所に必ずしも恩典があるとは言え

ないわけであります。

そ乙で、自治体が率先しまして、高齢者を雇用した事業所には奨励金を

給付したり、市が窓口になっている小口の融資の条件の緩和を図る等々、

優遇措置を講じたらよいと思うのですが、市長のお考えを伺いたいと思い
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.ます。

次iζ、各小、中学校tζ学習田を取り入れたらどうかという質問でありま

すが、最近は小、申学生の教育の申aで大きな問題の 1つに、お金さえあれ

ば何でも物が買えて手に入れる乙とができるという気風が強くなってきて

おりまして、物を育てる、物を大切にするという乙とが失われつつあると

いわれております。そ乙で、休耕回その他を市が適切な価格で借り上げま

して、各小、申学授における学習のための実習田として採用したらどうか

というように思うわけであります。

一部の学校ではすでに実施をしているようでありますが、その結果とし

ては次のような成果が認められます。 1、野外iζ出てのびのびと苗や種金

植える乙とにより、夏や秋lと花が咲き、実となる乙とへの希望を持つこと

ができ、また働く乙との尊さを学ぷ乙とができる。 2、立派に収穫するた

めには常lとよく観察し、真心の手入れをしなければならないという観察力

を身につける。 3、共同作業の申から協調性を学ぶ。 4、収穫の喜びとと

もに自分でつくったものを口にしたとき作物への感謝がわく。 5、作物が

実っていく過程を知る乙とができる、などの教育の効果が認められるわけ

でありますが、特lζ市街地区域に居住する生徒にとって乙うした施策はよ

り望ましいと思うのであります。乙の点につきまして当局のお考えをお答

え願いたいというように考えます。

次Iζ、小、中学授は年々増加する空き教室をランチルームにできないか

という質問でありますが、空き教室の利用法としましては、 1、特別教育

への転用、 2、会議室への転用、 3、地域への開放等々が考えられますが、

乙れに加えましてランチルームへの転用ができないかというように思うも

のであります。

現在では、物資色豊かになりまして栄養の面からもそれらは十分に満た

されております。しかし、食事の時間の豊かな過ごし方、またマナーの情

緒の面では必ずしも十分とはいえないと思うのであります。そこで、無味

乾燥な教室を明るく広々とした食堂に衣替えをさせて、ゆとりのある教育

の場としたらいいと思うのですが、乙の件tζ関する当局の考え方をお伺い

したいというように考える次第であります。

次lζ 、各学授は天体望遠鏡の設置はできないかという質問でありますが、
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社会の進展に伴いまして教育文化tζ対する市民の要求が高まっている昨今

でありますが、教育を通じて時代にふさわしい人聞の形成が推進できるよ

うな施策を講じていかなければならないと思うのであります。私は小学校

や中学校の生徒に宇宙への関心を持たせる乙とは時代にふさわしい人間形

成の上からも大切な乙とであろうと考えます。

今回、開催されまして成功裏lζ幕を閉じました筑波科学博の申で宇宙と

科学といった分野に関心を寄せる学童が多い乙とをみましでも、乙うした

点の需要が多い乙とがデータの上からも示されております。来年早々には

ハレー琴星が観測できるというわけで一般的にも宇宙に注目が寄せられて

います。ぜひ乙うした横会iζ各学授に天体望遠鏡を設置をしまして、大い

に利用させて、少年の心を広大じん遣な宇宙の美しい世界lζ開き、豊かな

情操を養う乙とは有意義な乙とであろうと考えられるのであちますが、乙

の点どのように考えられますか、御答弁をいただきたいと思うのでありま

す。

最後に、自治体tζ教育問題協語会忌設置できないかという質問でありま

すが、との点iζ関しましては、教育行政が地域住民と直接結びついて運営

される体制が必要であろうというように思います。乙のためには市の教育

委員会が地域住民と協力できるようにしなければならないと思うわけであ

ちます。そ乙で、教育委員会がその教育計画を審議するにあたりまして、

次の構成による審諮極関、仮称教育問題篇議会の設置を提案するものであ

ります。

乙の審議会種関砿、校長の代表、教職員組合などの教略員集団の代表、

それを PTAなどに参加する聾の集団の代表、また一般地域住民の代表及

び学識経験者をもって構成をし、地域の教育計画の基本的な事項につきま

して審議をし、研究、協議をしたら一層の効果が上がるのではないかとい

うように考えるわけでありますので、乙の点につきまして当局の基本的な

考え方をぜひお伺いしたいというように考える次第であります。

以上、御質問申し上げます。また、細部にわたりましては、再質問で行

いたいと思います。よろし〈お願いします。

{市長半揮良一君登壇}

。市長{準揮良一君} 石井武敏議員の御質問にお答えいたします。
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第 1点、乳幼児定期検診における眼科検診の実施はできないかという御

質問でございますが、当市lζおきましては昭和 52年 6月厚生省児童家庭

局長通知、 1歳 6ヵ月児健康審査実施要綱lと基づき、医師、歯科医師、保

健婦、看護婦等により昭和 53年度からこの検診を実施しております。乳

児初期の身体発育、精神発達の面で歩行、言語等発達の標識が容易lζ得ら

れるこの時期において健康審査を実施し、運動機能、視聴覚等の障害、精

神発達の遅滞等、障害を持った児童を早期発見し、適切な指導を行い、生

活習慣の自立、虫歯の予防、幼児の栄養、その他育児lζ関する指導を積極

的に行っていると乙ろでございます。

さて、御質問は 1歳 6ヵ月健康審査時に一般健康審査及び歯科健康審査

に加え、眼科検診も含めてはとの御意見かと存じますが、本健康審査を初

め各種験診はいわゆるスクリーェシグ方式で実施されているわけでとざい

ます。つまり保僅婦による問診及び内科医、歯科医巳よる診察等により対

象児の振り分けを行い、疾病の早期発見、早期治療及び適切な指導助言を

行い、幼児の健康の保持、増進を図るものでございます。今後、御質問の

趣旨を十分尊重しながら、特lζ 自の疾病予防に対する PRにつきましては

母子手帳交付の際、また家庭訪問等のあらゆる機会をとらえ積極的に推進

してまいりたいと存じます。

次lこ、高齢者lζ対する生活資金貸し付け制度はできないかという御質問

でございましたが、所有する固定資産を担保として生活費金を貸し付ける

制度は考えられないかという内容でございますが、土地家屋等資産活用の

あり方につきましては、本年 1月固に設置されました生活保護制度運営研

究会におきまして検討中でございますので、その結論をまって必要な措置

を講じてまいりたいと考えております。

なお、現行制度におきまして、自分の住む家、屋敷があるという乙とが

理由で保護非該当になるという乙とはございません。

次lζ、高齢者採用の事業所lζ特別優遇措置を採用できないかという御質

問でございますが、固において雇用保険法に基づく特定求職者雇用開発助

成金、定年退職者等雇用促進助成金等、高年齢者を雇用する事業主lζ対し

て各種の有利な助成制度がございますので、乙の制度の一層の活用を図る

乙とといたしまして、市といたしましては特に高年齢者採用事業所に対す
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る特別な優遇措置を現在は考えておりません。

次lと、第 4点以下第 7点までは教育長より御答弁をいたします。

(教育長福原修君登壇)

。教育長(福原 修君) 石井武敏議員の御質問にお答えいたします。

第 4点の、小、申学校lζ学習田を取り入れてはどうか、乙ういう御質問

でございますが、現在市内小、申学校におきまして、規模の大小はありま

すが、自然との触れ合い、育てっくり収穫の喜びの勤労体験学習として、

PTA等の協力を得ながら学習田による水稲栽培や学校菜園としてサツマ

イモ、ジャガイモ等の栽培をし、それぞれ教育成果を上げておるわけでご

ざいます。

御指摘の土地を借り上げによる学習回を取り入れてはどうかというよう

な乙とでございますが、乙の問題はっきましては、各学校の教育課程の編

成はっきましてはそれぞれ各学授の実態に応じ、実情lζ応じ、学校長の裁

量lと任しておりますものでありますので、今後ともそのように推進するよ

う指導しながら進めていきたい、乙う考えているわけでございます。

次lζ 、第 5の小、中学校lと年々増加する空き教室をランチルーム lζ改造

はできないか、乙ういう御質問でございますが、該当校それぞれ、空き教

室あります学校におきましてはそれぞれいろいろな目的に現在空き教室を

利用しております。ランチルームへの改造は現在のと乙ろ考えておりませ

ん。

その理由でございますが、鉄筋コンクリートづくりの場合、壁は間仕切

りだけでなく耐震上、耐力壁として配置になっておりますので、それを取

り除き改造しますととは構造上種々の問題が生じますし、また多額の工事

費用を必要といたしますので、改造は考えておらないわけでございます。

第 6の、各校に天体望遠鏡の設置をしたらどうか、乙ういう御質問でご

ざいますが、ハレー琴星の観測に伴い乙の機会に児童、生徒の興味、関心

を高め、天体観測をさせたいとの乙とにつきまして全く同感でございます。

そ乙で、各授は天体望遠鏡の設置という乙とでございますが、現在教育

センターに教育機材の集中管理方式はより管理され、必要lζ応じて貸し出

し利用されております。

昭和 47年当時、各校の天体望遠鏡につきましては理科の教育課程の改
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定、学習が夜間である困難き、視聴覚教育の進展から、新しい天文教材の

開発等lとより理科学習の内容からはずされた次第でございます。したがい

まして、天体観測につきましては現在各校は夏休みを利用してのサマース

クール、親子天文教室、少年天文教室を開催し、今年の夏も 6校、約 55 

0名の参加で天体望遠鏡を使い観測は行いました。

今後、教育委員会といたしましでも、これを機会lζ ハレー琴星の観測に

ついて各校l乙啓蒙していきたい、このように考えておるわけでございます。

7の、教育問題協議会を設置したらどうかという御質問でございますが

本市におきましては教育委員会の諮問機関といたしまして館山市教育問題

研究会、幼稚園問題研究会を市内幼、小、申学校の園長や校長、教頭、教

員から構成メンバーを委員として委嘱し、当面する市の教育問題につき調

査研究を行い、答申を受けておるわけでございます。乙のほか、館山市P

TA連絡協議会や館山市子供会膏成連絡協議会、あるいは館山市小、中学

校長会、あるいは教頭会、あるいは館山市教育研究会、等々関係諸機関と

の連携のもと教育行政を推進しております。現在、国レベルにおきましで

も臨時教育審議会等の動きもあり、その推進を見守りながら今後とも地域

住民とのコンセンサスを図りつつ、その期待にこたえられる教育行政実現

に向けて努力する所存でございます。

したがいまして、御指摘の教育問題協議会の組織化につきましては、今

後の教育情勢の推移を見ながら考えてまいりたい、乙う思う所存でござい

ます。

以上で答弁といたします。

020番(石井武敏君) ただいま御答弁をいただいたわけでございます

が、何点か再質問して、またぜひ推進をしていただきたい施策の要望もあ

りますので、そうした要望そ踏まえまして御質問申し上げていきたいとい

うように考えます。

まず、乳幼児の眼科検診でございます。御答弁はよりますと、本市にお

きましてはスクリーニング方式ですか、乙れを実施しておりまして、保健

婦による問診、あるいは内科、歯科医による診断、そして問題児を振り分

けていくという操作をやっているという乙とで御答弁いただいたんであり

ますが、 1歳半児の当市で行っております健康診断の問診表というのが私
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の今手元tζ ありまして、乙れによりますと当市の検診のやり方はあくまで

もスクリーニング方式でいわゆる問題児を振り分けていくという方式で、

問題のあった人だけ安見ていくというような方式だと思います。

ぞれによりますと、自の部分を見ますと、乙乙 lと問診表がありますが、

例えば「自つきがおかしいという心配ありませんか。ない、ある」乙れに

母親が丸を付けるわけでございまして、母親が確認できない場合、 「ない」

というところに付けた場合には、乙れは全然診察をしないわけでありまし

て、明らかに母親が何かちょっと日がおかしいとわかった場合、 「ある」

というと乙ろに付けた場合lζ初めて診察が行われるわけであります。

あくまでも当市で行っているのはこれは母親の判断による病気の発見と

いいますか、そういうスクリーニング方式でありますので、私もさまざま

な眼科に、自の問題lζ対しまして、目のあたりにした問題があるんですが、

1歳半の乙の検診にひっかからないで、母親が気づかないで 3歳児になっ

てしまった。そのときに検診をしたけれどもすでに聞に合わなくて、今非

常に度の厚い眼鏡をかけているという子供を何人か知っております。非常

に乙れは身近な例を見ましても素人では見分けが非常につきにくいという

難点があるわけでございます。そ乙で、ぜひとも私は自の検診はやってい

ただきたいというように考えているわけであります。あくまでも、問診と

いう方式では非常に判断が難しいわけでありますので、ぜひ専門医の診断

が必要だろうと思います。

御答弁の申lζ 、乙うした問診の際の誤診を避けるために PRをしていく

という市長答弁が今ありました。乙の答弁をもう 1度繰り返しますと、母

子手帳の交付の際lζ 乙れを PRをする、いわゆる早〈発見できるような P.

Rをする、また家庭訪問をしていく、乙の 2つに分けて今答弁があったと

いうように記憶しておりますが、乙れはどういう乙となんでしょうか、も

う少し具体的lとしておいていただきたいというように思いますが……。

。民生部長(鈴木 力君) 1歳 6カ月検診におきますいわゆる眼科の関

係でございますけれども、現在の 1・6検診におきましては、いわゆる一

般検診乙れが主体となっております。それに加えまして歯科医による虫歯

の検診が行われております。

乙の眼科の検診につきましては、やはり集団検診におきましてその異常
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を発見するというのは難しいんだというふうにいわれておりますが、その

1つは、 1歳 6ヵ月程度の発育時期はございます幼児につきましではなか

なか検査の結果、斜視とかあるいは遠視、そういうものの異常の発見とい

うものが非常に難しいということでございまして、現在県下におきまして

も特に眼科の検診を 1歳 6ヵ月検診では取り上げていると乙ろはないとい

うふうに聞いておりますが、ただ、最近やはり御指摘のように子供におき

まして遠視とか、斜視、そういう児童が多いというふうにいわれておりま

すので、乙れは医師会の方からも最近提案ございますので、集団検診の形

でなくとも施設検診、いわゆる専門医による病院、医院での検診というこ

とも乙れから 1つの研究課題という乙とで検討させていただきたいと思う

わけでございます。

ただいまの PR、あるいは家庭訪問時における機会広、鈎児民対する自

の疾病予防につきましては、保健婦から各保護者iζ対しまして異常が現在

あるかないか、あるとするならば直ちに専門医に見てもらうような指導、

そういった乙と、あるいはまた保健婦が乳幼児の家庭訪問をいたしました

際に、そういう機会には具体的な指導をいたしたい、とのように考えてお

るわけでございます。

020番(石井武敏君} ただいまの部長答弁にありましたけれども、専

門医による検診を考えているという乙とが将来ですか、今行ってないんで

しょうが、専門医による検診も考えているというような答弁に感じとった

んですが、乙れは行政と手を組んで専門医に依頼して診察をしていく、そ

うした機関を設けるという乙とでいいわけですね、今の答弁ですが。専門

医による検診も考えているという乙とですが、その答弁です。

それから、自の悪い子は年々ふえていると、私は現実であると思うんで

す。年々ふえてきているわけです。ですから、今言った PRの点でも何か

答えがちょっと私の質問にそぐわないんですが、今までそうしたときの P

Rはしていたんですか、それとも乙れからどういうふうにやっていくわけ

なんですか。乙れからその母子手帳を交付する際lζ新しく何か PRをして

い乙うという乙とですか。

その点を 2つ答えてください。

0民生部長(鈴木 力君} 従来 1・6検診、いわゆる 1歳 6ヵ月検診に
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つきましては、保健婦あるいはまた一般の内科医の診察lとよりまして、自

民異常があるのではないかという者に対しましてはさらにペンライト等用

いましての内科医による検診を行っておりまして、そ乙で指導措置をした

方がいいという子供に対しましてはそれぞれ専門の眼科医lζ参りましての

診察を受けるようにということでやっておりまして、例えば昨年度の 59 

年度におきましてはそういった者が 6名、それから 58年度におきまして

は7名、 57年度lとおきましては 8名、自に異常のあった者に対しまして

の指導措置をいたしております。

先ほど、私が申し上げましたのは、医師会の方からも幼児の眼科のいわ

ゆる集団検診ですか、乙れを取り上げてみたらという話がございますけれ

ども、集団検診ではやはり検査所が学校の講堂とかあるいは公民館、そう

いうと乙ろでは適切じゃないという乙とで、いわゆる眼科医による施設検

診、乙ういう形で検討してみたらどうかという提言があるわけでございま

す。保健所等とも相談しておると乙ろでございますが、乙れからも県ある

いはまた専門のお医者さん、あるいは医師会等の意見も聞きまして、検討

課題として乙れから考えてみたいというふうに考えておるわけでございま

す。

020番(石井武敏君) ただいま御答弁がありまして、いわゆる自の悪

くて発見して治療した人、 3年間で 6名、 9名、 8名ですか、乙れらはだ

から私が言った、先ほど申し上げました問診表に目つきがおかしいと思勺

て「ある」と書いた人の申から治療した人たちなんです。ひとつ乙うした

施策をぜひ進めていただきたいと思いまして、との件lζ関しましては要望

にとどめまして質問としては終わります。

次に、いわゆる生活費金の貸し付け制度でありますけれども、乙の件lと

関しましては現在、市長答弁lとよりますと、生活保護の運営研究会で研究

もされているというように伺いまして、私は市民の方々からさまざまな身

近な相談がある申で、乙うした種類の、土地や住む家があるのは実際は生

活には因る、若い人は面倒そ見てくれないという事例が非常に多いわけで、

そういう相談があるので、ぜひそれは行政で取り上げられないかと思いま

して、質問したわけでございます。

市長答弁によりますと、国の方向を見て、その結果を見て対処してまい
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りたいというんですが、その国の方向というのは今何かつかんでいますか。

つかんでなかったら構いませんが、国の方向がある程度定まっていれば、

それを先取りしてやってもいいとい，うようにさえ私は思うんですが、それ

くらい市民の要望というもの、需要というものが多いんではないかという

ように私は感触的に考えておりますので質問するんですが、何かそういっ

た掌握をなさっておりますか。わからなければ、国の乙とですからしばら

く待つでも答えはいいですが、どうですか。

O民生部長{鈴木 力君) 現在、生活保護制度運営研究会におきまして

検討しているという乙とでございますが、その内容はっきましては聞いて

おりません。

020番(石井武敏君) 非常tと大事な施策ですから、国の方でぞういコ

た施策を考えてるということは全国的な傾向ではないかと私は考えるんで

す。いわゆる若い人たちは年寄りをあまり面倒を見なくなっているという

現実が私はあるんではないか。年寄りは住む家だけ残されてそ乙でさみし

く生活しているという事例が全国的にあるんではないか。だから最近一一ー

乙としの 1月ですか、そういう研究会で取り上げてきたんではないかと思

います。ぜひそういったいき方は掌握をしていただきたいというように思

います。非常に大事な施策であるというように私は考えているわけでござ

いますが、乙の件lζ関しては質問を終わります。

次lζ、高齢者の就職をする際の事業所に対する優遇措置はとれないかと

いう質問でありますけれども、乙の質問は、私は、高齢化社会がやがてく

るに違いない、あるいはそう皆さんも思っているし、そういう推移がある

わけでございますが、そういった高齢化社会の対応としての一つの提案と

して行ったわけでございますが、乙れは高齢化社会に対応するためのいろ

んな施策の申の一つであろうと私は思うんです。

乙うした高齢化社会への対応の施策を考える研究会とか、検討会とか、

協議会とかというのは非常に大事じゃないかと思うんですが、高齢化社会

のそうした施策を考える機関というのは当市にないように思うわけです。

ほかの協議会とかいろいろなものは克実されておりますが、高齢化社会に

どのように対応していくかという協議会のあり方はっきましてどのように

お考えになっておりますか。お答えいただきたいというように思います。
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0民生部長(鈴木 力君) お答え申し上げます。

高齢化社会への対応として協議会等におきましての検討の場でございま

すが、現在市の庁内におきまして乙れらの問題につきまして積極的な検討

をしておるわけでございますが、特lζ館山市におきます 65歳以上の老人

人口というものが国に先がけすでに 15 %を超えている乙ういう状況、問

題意識のもとに、庁内は昨年高齢者生きがい対策本部というものを設置い

たしまして、各課の職員 10名でもって構成いたしまして、高齢者の生き

がい対策についての課題あるいは目標、そのほか具体的施策についての検

討がなされてまいりまして、その提言というものがまとめられまして市当

局の方へ提案されたわけでございます。

昨年、 1カ年の部会の検討結果と提言をさらに具体的lと実施、推進する

ために、本年 4月lζ民生部を申心といたしまして関連諜 8課の課長、それ

に従来の専門部会の部員 18名で構成いたします高齢化社会総合対策推進

本部というものを設置いたしまして、現在までに総合的な施策を取りまと

め作業申でございます。そういう乙とで乙の庁内におきます推進本部を中

心としてさらに乙れから具体的な施策の検討をしてまいりたいというふう

に考えておるわけでございます。

020番(石井武敏君) 今、部長答弁の中lζ 、高齢化社会対策本部です

か、今度新しくできたというような答弁でございます。そ乙でいろいろと

検討もなさるんでしょうが、乙れは部課長、いわゆる庁舎内の部長を申心

とした組織のようでございます。一般の高齢化社会lζ対して非常にいろん

な研究をしたり、あるいは考えを持っている学識経験者がおられると思う

んですが、そうした学識経験者を含めた協議会みたいなものはできないん

ですか。

0民生部長{鈴木 力君) 一般市民の代表者の方々を交えた協議会とい

う乙とでございますが、乙れらにつきまじては現在までそういう方向で検

討はいたしておりません。

ただ、総合計画というものを現在策定申でございますが、総合計画審議

会の委員さんのいろいろ高齢化社会に対する御提言等は現在求めていると

ころでございます。

020番{石井武敏君) そうした提言がまとまるのは、いつごろまとま
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りますか。

O民生部長(鈴木 力君) 高齢化社会総合対策推進部会におきましては

先ほど申し上げましたとおり現在具体的な施策はっきまして取りまとめ作

業中でございまして、一応の素案といたしましては、 10月いっぱいぐら

いまでに取りまとめを考えておるわけでございますが、最終的なものはや

はり年度内には結論は出したい、乙のように考えております。

020番(石井武敏君) 高齢者対策本部の方でいろいろな提言や提案を

年度内にまとめていきたいという乙とですので、乙の質問は私は終わりま

す。

次lζ 、教育長lζお尋ねいたしますが、学習聞ができないかという乙とで

質問したわけでございます。市内何カ所かいろいろな方法で実施はされて

いるようでございます。学習田一一一乙うした自然に取り組む、自然との触

れ合いを体験させて、その申で情操一一いわゆる生徒の教育を行うという、

乙うした部門の取り扱い方ですが、カリキュラムの中にはどういう形で入

っているんでしょうか、非常に私は狭められているように思うんです。も

っとのびのびと自然に触れ合う機会をきちんとつくってあげるべきではな

いかという感触をもつわけでございますが、しかし乙れがいろいろと現場

の様子を見ますと、カリキュラムの申lと授業のいわゆる一一一非常にそのカ

リキュラムの申に取り入れにくいといいますか、いわゆるそうした教育を
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行ってしまうと、自然に触れ合う教育をあまり推進すると、勉強の方がお

ろそかになる、早く言えば、授業のカリキュラム告を乙なしきれなくなると

いうような一つの傾向性みたいなものがあるんではないかというように私

考えるんですけれども、教育長の所感をお伺いしたいと思います。

0教育長{福原 修君) 最近の教育課程の考え方につきましては、非常

に学校長の裁量という乙とが強く打ち出されているわけでございます。地

域!ζ根差した、その地域の問題を取り上げての、地域の子供たちの持って

おる問題を取り上げての教育という乙とがそのねらいではないかと思いま

す。そのために、最近ゆとりの時間というものが生まれたわけでございま

す。いろんな言葉で呼んでおります。学校裁量とか、あるいはゆとりの時

間とか、そういうように自由に文部省の指導要領からはずれてもその学校

長の判断で自由にできる時間というのが生まれてまいりました。いろいろ
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と調べてみますと、その学校裁量の時間でやっておるようでございます。

また、理科教育の一環としても行われておるようでございます。

以上でございます。

020番(石井武敏君) 教育長の御答弁を承っておりまして、非常に学

校長の載量によって乙うした学校外の学習を取り入れる学校とあまり取り

入れない学校がある、それは学校長の裁量によるのであるというような感

じの御答弁であったように思います。

これはどうかなと私は思うんですが、特lζ市街地区域の生徒にはそうい

った自然に触れ合う体験というものが必要ではないか、教育上重要な課題

になるんではないか、そういうふうに考えるわけです。今の生徒を客観的

に私観察しましでも、やはり汗を流して何か物事を行うということ、仕事

をするということは全く体験がないわけであります。今の教育の申lζ一番

欠けているものではないかというように私は考えるんです。ぞれは知識的

にもいろんな一一一今は非常に知識も進んでおりますし、メカも進んでおり

ます。そうした点の進みぐあいに反しまして乙うした自然に触れ合って情

撮を養うというような、あるいは汗を流していくという、そういう教育が

欠けているというように思うんです。

もう少し具体的にお聞きしたいと思うんですが、いわゆる市街地の学校

では実際、今までどういうような乙うした学習行っておりますか、ひとつ

例を挙げて説明を願いたいというように思います。

。教育長(福原 修君} 一言で言えば、勤労体験学習とわれわれは呼ん

でおるわけでございます。勤労を通じまして生きる喜び、育てる喜びとい

いましょうか、そういう乙とでございますから、御指摘の農耕等通ずる学

習というものは非常に大事に思っているわけでございます。

調査によりますものを申し上げますと、市街地一一北条小学校でござい

ますが、若干の畑を持っておりまして、サツマイモをつくりまして、そし

てそれを利用して焼き芋パーティをやるとか、あるいは小麦をつくりまし

てパンづくりやるとか、乙ういう乙ともやっております。それから、第 3

申学校でございますと、草花、野菜一一乙れは菜園の方でございますけれ

ども、そういうものをやりまして、特別活動という時間ございますから、

その特別活動の時間を利用してやっているようでございます。いずれにし
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ても、各学校長は乙の勤労体験学習は極めて大事である、 乙のような認識

に立っておって、そして指導にあたっておると私たちは確信をいたしてお

ります。

以上でございます。

020番(石井武敏君) 北条小学校のいわゆるサツマイモを植えて、 そ

れを刈り取る作業、乙れは学習時間内lζ行っているんですか。

それと、質問告を先に進めますと、天体望遠鏡はっきましては、これは特

{ζ夏lζ親子サマースクールですか、 550人が利用したというような答弁

があったと思いますが、現在教育センターに 2台集中管理をしているとい

うことですが、実際足りないんじゃないでしょうか。望遠鏡の数が足りな

いんではないでしょうか。御答弁いただきたいと思います。

それから、教育問題協議会についてでありますが、さまざまな角度から

委員会がもたれまして、教育l乙関して検討、研究されているというように

承ります。しかし、ただいまの御答弁からすればいわゆる教育問題研究会

とか、いわゆるさまざまな団体がありますが、これらがぱらぱらに何か行

っているように思うんです。そういった団体の人たちが、代表が集まった

協議会が必要じゃないか、おのおのの機関の連携を保って意見を集約する

場所が必要ではないかと思って私は提言した次第なんです。その点どうで

しょうか。

。教育長{福原 修君) 北条小学校は、学授長裁量のいわゆるゆとりの

時聞に行っております。乙れは教科から言えば、統合教科としましてあら

ゆる教科←ー育てる理科教育からいろいろな技術教育、そういうものを含

めてそのような時聞に一一寸哉量の時間ですから、いわゆる正規の時間でご

ざいます一一ーやっているわけでございます。

それから、天体望遠鏡の件でございますけれども、現在のと乙ろ 2台ご

ざいますが、確かに御指摘のとおり、 2台では少ないように教育センター

の方からいわれております。型もやや古くなってきたというようにいわれ

ておりますけれども、予算措置の伴うものでございますから、いろいろと

研究をいたしたい、乙う考えております。

それから、教育問題協議会でございますが、乙の問題につきましては、

われわれといたしましては、教育という問題はわれわれ教育委員会だけが
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独自に、自由に、勝手に行動するという乙とは避けたいという気持ちは十

分持っているわけでございまして、地域の方々の意見を十分聞きながら、

市民の皆さん方の御意見を十分考えながら教育は行わなければならないと

乙う考えております。したがいまして、できるだけのいろいろな機関と接

触しながら、いろいろな御指導いただいておるわけでございまして、現在

の乙れだけの機関であれば十分に地域の教育問題に関する要請を聞いてお

る、このように考えておりますものですから、今乙乙に設置をしたらどう

か一一現在は設置をする必要はないんじゃないかという気持ちを持ってお

ります。

以上でございます。

020番(石井武敏君) ただいま教育長の答弁の申にありましたゆとり

の時間というのは実際に年間何時間学校長は持っておるんでしょうか。

ぞれから、天体望遠鏡については、ぜひとも乙れはふやしていただきた

いと思いますし、子供たちのそうした需要に乙たえていただきたいという

ように私は要望します。

。教育長(福原 修君) ゆとりの時聞は、週 1時間もしくは 2時間ござ

います。

。議長(流山源次郎君} 暫時休憩いたします。

午後 2時 32分休憩

午後 2時 52分再開

。議長{流山源次郎君) 休憩前lζ引き続き会議を開きます。

1番議員神田守隆君。御登壇願います。

( 1番議員神田守隆君登壇)

01番(神田守隆君) 通告をいたしました 4点について御質問いたしま

す。

第 1点は、元市職員の公金横領事件lζ関してでございます。

6月定例議会の最終日 lζ 乙の事件が新聞で報道され、事件が明るみに出

ました。その要点は、市職員がコミュニティセンター用地買収の過程で土

地代金 17 0 0万円余を着服、横領していたが、乙の事実lζ気づいた市長

は本人を懲戒処分にせず、依頼退職させ、その退職金を横領金の穴埋めに

充てていたというものであります。去る 8月の臨時議会で、市長らは乙の
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ような不祥事を起乙した管理監督上の非を認め、市長みずからに 10分の

1の減給 4カ月間、助役は 2ヵ月の懲戒処分をしたとの専決処分を提案し、

承認をされました。しかし、横領をLた市職員を懲戒処分lζ付さなかった

責任についてはお認めはならなかったわけでございます。したがって、半

津市長が横領の事実を知りながら何らの懲戒処分もせず退職を承認したの

は、懲戒権の乱用で違法との住民監査請求が私を含め 5人の市民から起こ

されました。提出先である千葉県市町村総合事務組合監査委員の厳正なる

監査を期待するところであります。したがって、私はこの問題については

これとは違った面から市長の所信をお尋ねしようとするものであります。

市職員が公金 17 0 0万円余を横領しでも何らの懲戒もなく、依願退職

が認められたという事実は今後の懲戒処分のあり方にとって重大なる事実

が残されたと思います。公平の原則に立てば、乙のような事件の再発防止

はどんなに声高に綱紀粛正を言ったと乙ろで全く心もとない限りだと思う

のは私 1人ではないと信じます。乙うした事件の再発を防止し、市民の市

政lζ対する信頼を回復するためには、公務員としての重大な不正行為に対

するきちんとした懲戒規定を策定する乙とではないかと考えます。もちろ

ん懲戒は市職員の身分上の重大な問題でありますから、その実施にめたコ

ては働く者の立場から市職員組合の意見聴取が事前lζ行われるべき乙とは

当然であります。乙うした立場から次の点についてお尋ねをいたします。

1、これまでの懲戒処分の年度別の件数と内容について御説明をいただ

きたい。 2、また、懲戒規定の策定についてどのように考えておるのかお

聞かせください。

第 2点は、国民健康保険の各種減免についての問題でございます。

国民健慶保険税、いわゆる国保税は、市民にとって大変に重い税金にな

っています。県下の申でも館山市の国保は 1人当たり税額でトップグルー

プになっていますし、政府管掌健康保険との比較では約 2倍もの高負担に

なっている実態が 6月議会の質疑で明らかになっております。国民健康保

険は他の医療保険に出べ低所得層が含まれる乙とを当然の前提としている

ために、他の医療保険制度にはない独自の制度として低所得者らに対する

国保斜、税の減免や一部負担金の減免が制度化されています。国民健康保

険lとは加入者相互の医療保険としての社会保険を基本としながらも、同時
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lζ低所得者層lと対する社会福祉という側面をも持っています。乙の施策は

本来、国や自治体の責任であるべきものであります。

館山市国民健康保険税条例第 13条には、 「市長は、災害等により生活

が著しく困難となった者、その他特別の事情があると認められる者に対し、

国民健康保険税を減免する乙とができる Jと定めています。乙の減免の基

準を市民lζ対し明らかにすべきと思うのでありますが、いかがお考えであ

りますか。

次lζ 、国保lとは 3害j負担の一部負担金がありますが、これについて国民

健康保険法 44条は減免、徴収猶予の規定を置いています。その権限は市

町村長lζ属するとしています。低所得者が医者にかかった場合を想定して、

社会福祉協議会で高額療養費の貸し付けを行っていますが、乙れとあわせ

その運用を低所得者l乙対する福祉施策として実施する乙とを検討されては

どうかと思うのですが、いかがお考えでありますか。税の減免についても、

一部負担金の減免についても、低所得者lζ対する福祉という明確な政策目

的がある以上、ぞれを他の加入者の負担で実施すべきではなく、その財源

は当面は一般会計から繰り入れるべきものである乙とは当然であります。

第 3点、コミュニティセンター南側からの進入路についてお尋ねをいた

します。

コミュニティセンターは、国道 128号線からの進入路はありますが、

ほかには進入路がなく、特に南側方面からは大変lζ不便であります。自動

車を持たない妊婦や乳幼児、お年寄りなどには大変な乙とであります。乙

乙lζ は保健センターがあり、ゲートボール場も整備されるようであります

から、交通弱者ともいえる乙れらの人々の便を考え、南側方面からの進入

路を検討すべきではないでしょうか。乙れまでの御答弁では、将来都市計

画道路を整備するのでその申で検討するとの乙とでありましたが、それで

はいつの乙とかはっきりいたしません。とりあえず歩行者道や自転車道程

度でよいから南側からの進入路を検討すべきだと思うのでありますが、市

長のお考えをお聞かせください。

第 4点、国庫補助金等の 1割カット継続問題についてであります。

昨年、 9月の本議会において全国 8割余の地方議会と歩調をあわせ、国

軍補助率引き下げによる地方負担転嫁lζ反対する意見書を決議いたしまし
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た。残念な乙とに昭和 60年度限りという乙とで乙のカットは強行されて

しまいました。国の財政危機を理由比一方的に地方に負担を転嫁する乙の

ような措置は 61年度以降二度と繰b返すべきではありません。来年度政

府予算の編成lζ向け乙れからが正念場かと思います。市長は、補助金カッ

トの継続に反対を表明すべきだと思うのでありますが、乙の問題について

の市長の所信をお聞かせいただきたいと思います。

以上、 4点にわたづて御質問いたしましたが、御答弁によりまして再質

問をさせていただきます。

(市長半海良一君登壇)

0市長(半海良一君} 御質問にお答えをいたします。

御質問の大きな第 1点の小さな 1、乙れまでの懲戒処分の年度別の件数

と内容はどうかという御質問でございますが、過去 15年間の懲戒処分の

状況について申し上げます。道路交通違反 8件、一般非行 4件、事務lζ関

する不正 3件の計 15件でございます。処分内容は、停職 7件、減給 6件、

戒告 2件でございます。

小さな第 2点、懲戒規定の策定についてどう思うかという御質問でござ

いますが、本市におきましては交通事故等lζ係わる処分の基準については

定めでございますが、その他の事項に係る問題につきましては種々のケー

スが考えられ、基準を設ける乙とは非常に難しく、交通事故以外lと係る基

準は県内各市においても定めている市はない状況でございますので、現在

懲戒規定の策定は考えておりません。

大きな第 2点、国民健康保険の減免規定について、その小さな 1点、国

保税の申請減免基準を明らかにすべきと思うがどうかという御質問でござ

いますが、国民健康保険税の申請減免は地方税法第 717条の規定により

館山市国民健康保険税条例lζ減免lζ関する規定を設けでございます。行政

実例で「減免はあくまで個々の納税者の担税力いかんによって決定すべき

ものなので、条例においてはさまざまな減免事由をある程度抽象的な基準

として規定せざるを得ないとしても、納税者の総所得金額等の多寡等の画

一的な減免基準を設けるのは違法だと考えられる」とされております。し

たがいまして、当市では申請減免の具体的な適用基準は設けでございませ

んが、申請のあった場合、申請者の生活状況、担税力等を面接調査し、あ
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わせて関係機関の証明、確認等を行い判定をいたしております。

小さな第 2点、一部負担金の減免についてどう思うかという御質問でご

ざいますが、国民健康保険における一部負担金は定率負担方式を採用し、

支払い方法は窓口支払い巻原則としておりますが、国民健康保険法第 44 

条第 1項で、保険者は、災害等特別の理由で生活が著しく困難となり一部

負担金を支払うことができない被保険者に対し減免する乙とができること

になっております。

なお、過去に本市の国民健康保険は、一部負担金の減免措置をとった例

はございません。

大きな第 3点、コミュニティセンター南側からの進入路についてでござ

いますが、昨年の 3月議会におきましでも同じ趣旨の御質問があり、御答

弁申し上げたところでございますが、将来の道路計画として国道 127号

バイパス lζ接続しコミュニティセンター敷地内を通り大賀に至る都市計画

街路 3、4、 11号線が計画決定されており、乙のうち県道館山白浜線と

交差する部分までを県事業として実施するよう要請していると乙ろであり

ますが、乙の都市計画街路の計画と南側からの進入路とは整合性をもたせ

る必要がありますので、基本的にはこれが計画を十分見極めた上で対処し

たいと考えております。

なお、当面南側からのコミュニティセンターへの通行路につきましては、

現在進めております最終的なコミュニティセンターの用地造成が完成いた

しますと、赤道、市道の一部等を通り市道 32号線lζ通じますので、歩行

者、自転車の範囲内であれば付近住民の方々には利用できるものと考えて

おります。

第 4でございますが、国庫補助金等の一律カット継続問題について市長

は反対を表明すべきと思うがどうかという御質問でございますが、昭和 6

0年度において実施された国庫負担率の引き下げにつきまして、私は、国

の財政負担を一方的lζ地方に転嫁し、地方団体lζ対して財政負担を求める

ような措置の廃止について本年 4月 26日開催されました県市長会に館山

市として提案をいたしました。その後乙の提案が千葉県提案として 5月 1

5日関東市長会の決議を経まして、 6月 5日開催されました全国市長会に

提案され、同総会におきまして全国市長会の名において地方財政の根幹lζ
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.係る重大な問題であるので、 60年度限りの暫定措置として強く厳守をす

るよう決議をいたしまして国に要望した次第でございます。

国庫負担率の引き下げは、国と地方との財政秩序を乱し、地方財政の健

全性を損う措置でございますので、今後、とも削減された負担率の復元に全

国市長会を通じまして努力をしてまいります。

答弁を終わります 0

o 1番(神田守隆君) 第 1点の問題、元市職員の公金横領事件!と関する
点でありますが、市長は困難性があるので考えない、こういう御答弁で大

変残念なことだと思います。

そ乙で、乙れまでの懲戒にあたってのどんなような一一一乙れまで具体的

にどうであったのかという乙とが問題にされなければならぬというふうに

思いますので、今、道路交通に関する問題が 8件、非行lこ関する問題が 1

件、事務の不正lζ関するものが 3件とかという乙とで、非常lζ早口で御説

明あったんで、私の数字や何かまた違っているのかもしれませんので、き

ちんと、ゆっくりと今の数字についてお教えいただきたいと思います。

。市長(半海良一君) 道路交通法違反 8件、一般非行 4件、事君臨lζ関す

る不正 3件、計 15件でございます。

() 1番(神田守隆君) それで、懲戒という場合には当然公平の原則とい

うことが適用されるわけで、乙れまでどうであったかということが当然の

前提とされるわけですね。そうした点から、過去 15年聞に非行が4件と

いうようなことでありますが、乙れはどういう内容の非行があったのか、

あるいは事務に関する不正の 3件というのはどういう内容で、それぞれど

ういうような処分がされたのかお聞かせ願いたいと思います。道路交通l乙

関する件については結構であります。

。総務部長(川畑喜代志君} 一般非行の問題とそれから事務に関する不

正についての内容を御説明申し上げます。

まず、一般非行でございますけれども、傷害事件 1件ございまして、こ

れは処分といたしましては停職 3カ月、それから対人関係、具体的lζ申し

上げますと異性との関係でございますけれども、乙れが 2件ございまして、

減給が 10分の 1で 3ヵ月と 1カ月、 2件ございます。あとの 1件は金銭

関係、いわゆる公事でない金銭関係で処分を受けまして停職 3ヵ月、これ
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が一般非行の問題でございます。

それから、事務lζ関する不正で 3件でございますが、乙れはいずれも金

銭にまつわる問題でありまして、うち 1件が減給 10分の 1で 3ヵ月、そ

れからあとの 2件が減給 10分の 1で 3カ月、これが 2件ございます。

以上でございます。

01番(神田守隆君} 懲戒規定について困難性があるというんですが、

しかし、私もある民間企業の懲戒規定というものを見さしてもらいました

けれども、具体的にやはり乙ういう場合には免職だ、乙ういう場合には停

織であるというような乙とで、非常に裁量権の幅は大きいなりにもそれな

りのやはり規定を持っているんですね。自治体の場合には民間会社そのま

まいかないという乙とはあるんですが、しかしだからといって全くこうし

た規定がないという、全く市長の裁量lζ任せていいものだろうかどうだろ

うかという乙とについては非常に疑問も感じるわけで、先ほどのお話では

困難性があるからというんですが、しかしその困難性についてはそれなり

はやはり他の例えば民聞において行われているもの等検討するとかという

ような乙とが必要じゃなかろうかなと思うんですが、全く検討の余地はな

いというふうに今の答弁ではうかがえるんですが、いかがですか。

O総事部長(川畑喜代志君) 本市の場合、交通事故等lζ関しては規定を

設けているわけですが、乙の場合は類型化というか、定型化し得るという

乙とで現在つくっておるわけです。一般のそれ以外の問題につきましての

懲戒になりますと、やはりいろいろの内容ございますので、ちょっと累計

化できないんじゃないかという乙とで困難だというふうに考えております。

それと、規定を設けるといたしましでも、やはり市長が定めるという乙

とですから、決めるにしろ、決めないにしろ、規定があるにしろ、ないに

しろやはり市長の載量権の範囲内でなし得るという乙とですので、乙の問

題はっきましてはちょっと規定は決めかねるんじゃないかという乙とで考

えております。

以上です。

01番{神田守陣君) 難しいようでありますから、次に移ります。

国民僅康保険の各種減免についてでありますが、画一的にやるのは違法

だというようなお話ですね。乙れはどういうような内容での一一}裁判所の
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判例という意味なんですか、それとも行政通達か何かですか。もう少し乙

の辺についての御説明いただきたいと思います。

。総務部長(川畑喜代志君} 先ほど御答弁申し上げました件でございま

すけれども、行政実例と申しますか、いわゆる質疑応答集の申で一応違法

であるというような言葉が明確にされておりますので、市といたしまして

は現在そういう基準は設けでございません。

以上です。

01番(神田守隆君) 私、手元に全国のこういう具体的な基準を持勺て

いる自治体の資料があります。現実にやっている自治体たくさんあるわけ

です。確かに条例でやっているというと乙ろはないようですけれども、指

導要綱だとか、あるいは規則だとかというような乙とでやっているようで

あります。

それで、今のお話では、非常lζ、個々の申請者の担税力について、一体

あるのかないのかというのは具体的に判断をするんだ、乙ういうようなお

話でありますから、そうすると、乙れまで減免というのはどのくらいあり

ましたか。そして、どのようなケースが認められたのかお聞かせを願いた

いと思うんですね。

各地のそうした減免の要旨、内款とか、指導要綱みたいなものを読んで

みますと、大体災害や盗難にあって資産の多くを失ったケース、乙れはど

のくらい失った場合かというのは具体的にまたあるわけですけれども、あ

るいは疾病や負傷で収入滅となり、多大の医療費がかかったということで

生活の因窮を来したとか、あるいは一一一乙乙らがまた問題になるわけです

が、失業あるいは休、廃業、乙ういう乙とによって収入がなくなった、乙

ういうようなケースであるとか、その他所得が前年度に比べて急激に減少

した、乙ういうようなケースだとか、その他の事情で生活保護基準に見合

うような最低生活の維持が困難になっただとか、具体的にそれぞれのケー

スについてこういうもので判断するんだというような基準もそれぞれ示さ

れているわけなんですが、館山市の場合lζ 乙うした具体的な担税力に沿っ

て判断をしてきた乙れまでのケースというのはどんなふうになりますか。

O総務部長(JlI畑喜代志君) 申請減免の具体的な内容と件数という乙と

でございますけれども、 59年度中の減免申請を見てみますと、 23件の
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申請ございまして、全部認めたわけでございますが、

ルで 90万 3080円という乙とになっております。

すけれども、現在まで 18件申請ございまして、額といたしましては 94 

万55 8 0円という数字になっております。

それから、具体的な申請の内容、いわゆる事由でございますけれども、

今、神田議員言われましたように病気であるとか、あるいは事業不振など

による生活困窮であるとか、あるいは納税者が行方不明になったとか、

ういうような例が数多く見受けられます。

手元に 1件具体的な減免申請書を持ってまいりましたので、ちょっと読

み上げてみますが、高血圧で倒れ、離職後、現在は年金による生活である

が 2名の子供一一高校生、中学生を抱え、母親と妻との 5人生活ではどう

しようもないので、国民健康保険税の減免をお願いしたいという乙とで、

やはり申請される方はそれ相当の生活困窮を訴えておられるという状況に

なっております。

乙の減免額がトータ

6 0年度、今年度で

そ

以上です。

01番(神田守隆君} それなりに件数がー一-59年度 23件、そして 6

0年度今までのと乙ろで 18件という乙とですからさらにふえる。今の国

民健康保険税をめぐる非常にいろんな議論あるわけですけれども、こうし

た低所得者層の申でも非常な重税惑が反映されているんじゃないか、した

がって今後とも乙うした点について非常にふえてくる、件数も今後伸びて

くるんじゃなかろうかというような懸念も感じるわけで、それだけにああ

いうケースは認めた、乙ういうケースは認めないというような乙とで、非

常に行政側としてもおる程度のやはり考え方、そうしたものについての非

常に統一的な基準みたいなものをおそらく考えられてるんじゃないかとい

うふうに思うんですが、あるいは検討の必要があるんじゃないかなと、そ

れは公表するかしないかという問題現在のと乙ろ別としましでも、一定の

内容があろうかと思うんですが、その辺いかがですか。

。総務部長{川畑喜代志君) 明確な基準を設けるかどうかという乙とで

ございますけれども、現在のと乙ろ明確に基準という乙とでの基準は考え

る気持ちはございませんけれども、やはり今までの実例等勘案いたしまし

て今後ともそういうような減免申請については当たっていくというととは
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なろうかと思います。

以上です。

o 1番(神田守隆君) 市長さんはお伺いしたいんですが、国民健康保険
の制度ですから、社会保険という立場から保険者が負担するというのが前

提だろうと思うんです。したがって、そういう立場lζ立ちますと個々の加

入者一一寸呆険者というのはちょっと言葉があれでしたね、国民健康保険の

加入者がそうした負担をするというのが、お互いに負担し合う相互扶助と

いうのが国民健康保険の大原則だろうと思うんです。

しかしながら、国民健康保険というのは、もうどうしてもこうした低所

得層を含むという乙とが前提とされているだけに、乙うした一一)今具体的

なお話ございました、そうした申で約 100万弱というようなお金が減免

措置がされているという乙とでありますが、本来乙うしたものというのは、

やはり生活保障というような趣旨から、国が最低生活の保障という立場か

ら本来負担すべきであろう、あるいは自治体が負担するべきであろうとい

うふうに思うんですが、乙うした申請減免の負担の内容について私は当面

は一般会計からの繰り入れや何か考えなきゃいかぬのじゃないかと思うん

ですが、乙ういう負担のあり方についてはどうお考えですか。

。市長{半樺良一君} 国民健康保険の本来の趣旨、相互扶助という立場

から、やはりほかの被保険者が負担すべきだと考えております。

o 1番(神田守隆君} それは大原則の話なんですけれども、それじゃ市
長さんお伺いするんですが、ほかの例えば医療保険ありますね、政府管掌

健保lとしても伺にしても、乙うした減免制度というのはもともとないわけ

です。国保の独自の制度として申請減免制度というのがあるわけです。な

ぜ国保だけがこんな減免制度をあえて持つのかというのは、やはり低所得

者に対する措置というものが含まれる、そうした低所得者lζ対する福祉施

策としての側面が一面あるんじゃなかろうか、こういうふうに思うんです。

だから乙そ一般会計からの繰り入れをその点については必要じゃないかと

いうふうに私は思うわけなんです。乙うした他の医療保険制度と国民健康

保険制度の乙の問題についての差異についてどのようにお考えですか。

0市長(半滞良一君) 乙の減免制度が弱者に対する、低所得者に対する

救済規定である乙とはおっしゃるとおりだと思いますけれども、それによ
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って生じるマイナスを誰が負担するかという乙とは乙れはまたおのずから

別の問題だろうと思います。

01番(神田守隆君) それはおのずから別の問題だと言うんですが、ほ

かの医療保険制度にはないわけですよ。なぜ国保だけあるんですか、乙れ

はやはりそうした福祉というような側面から低所得に対する保障をしなけ

ればならぬという、こういうものが国保には含まれているから乙そなんじ

ゃないですか。

。市長(半津良一君) 見解の相違だと思います。

o 1番(神田守隆君} 見解の相違だというふうに言われちゃうと、あと
何言っていいのかわかりませんけれども、確かに見解の相違なんですが。

いずれにしましても、国保がそういう意味でもやはり論議が必要だろうと

いうようなことだろうと私も思うわけであります。

3割負担の問題でありますが、一応国民健康保険には医者にかかった場

合の S智j負担という制度があるわけで、高額にわたった場合には社会福祉

協議会からお金貸してくれるという制度があるわけです。しかし、 3万円

ですか、あるいは 5万 10 0 0円ですか、そういう自己負担分というのは

負担しなきゃならない。しかし、国保の法律をひもといてみると、乙れに

ついても減免ができますよ、あるいは徴収猶予ができますよという制度が

低所得者lζ対する保障措置としてあるんです。と乙ろが館山市の国保始ま

って以来 1件も乙れが今までないんだそうですね。それもどうしてなのか

なという、そういう制度がある乙と自身が十分周知されていないという乙

ともあろうかと思いますが、高額療養費の貸し付けを受けるというのは医

療費の負担が因るからとりあえず貸してもらって、貸し付けを受けている

んだろうと思うんですね。 57年度が 12人、 58年度が 6人、 59年度

が 5人という乙とで市の資制を見ますとあるわけなんです。おそらくこう

した方々は乙の一部負担金の問題についてもやはり何か、一部負担金ぐら

いならという方もありましょうけれども、乙の申の方の申lとは実は一部負

担金も大変なんだというような事情の方もたくさんおられるんじゃないか、

乙ういうふうな懸念を持つわけです。そうした点で乙うした高額療養費の

貸し付けとあわせて乙うした一部負担金の減免あるいは徴収猶予の制度に

ついての趣旨の徴底なりを図る乙とがやはり低所得者に対する福祉施策と
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して大事なんじゃないか、乙んなふうに思うんですが、いかがですか。

。民生部長(鈴木 力君) 一部負担金の支払い責務というものは、国民

億康保険法の第 42条の 1項によりまして一部負担金の窓口払いの原則が

確立されておりまして、被保険者は療養の給付lζ要する費用の通例 3割と

いうものを療養取り扱い機関lζ支払いしなければならない、こういうふう

になっているわけでございまして、一部負担金の支払い責務というものは

被保険者自身で一一ーという乙とが法律上明確になっているおるわけでござ

います。乙ういう乙とからも法律上の建前から一部負担金の減免につきま

してはいたずらに行うべきではないというふうにいわれておるわけでござ

います。

01番(神田守隆君) いたずらに行っては因るんですけれども、しかし、

現実的民高額療養費の貸し付けに来る方はやはり困るから貸し付けを受け

るわけでしょう。乙ういう方には乙ういう制度もありますよ、一部負担金

についても減免の措置がありますよ、ぞれは具体的にはいろいろな判断が

ありましょうけれど也、そういう乙とを紹介したりするということはしな

いんですか。

。民生部長(鈴木 力君) 高額療養費につきましては、社会福祉協議会

におきまして、便宜、貸し付けを行っておるわけでございますが、一般的

な一部負担金と高額療養の場合の負担は同じでございますけれども、今後

におきましてはやはり高額療養費に対する貸し付けだけを考えて実施をし

たい、このように考えておるわけでございます。

o 1番(神田守隆君) また、見解の相違になるんかと思うんですが、基
本的にはやはり国民撞康保険というのはどうしても低所得層を含むという

ようなことでありますから、その低所得層lζ対する各種の減免について、

減免措置したその財源相当分を他の加入者が負担するというのも乙れも筋

が通らぬ。したがって、そうした減免措置というのは本来国ゃあるいは自

治体が行う低所得者に対する社会福祉として考えていくべきではないか、

乙ういうような乙とからお金の出し方はどういうふうにあるかいろいろ問

題があろうかと思うんですけれども、乙うした今の減免の制度というのは

現実に国保制度の申lとあるわけですから、それに着目しながら検討をする

べきじゃなかろうか、乙ういうふうに思うんですが、大分見解が違うよう
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… まーl検討ただきた と思ます
次に、コミュニティセンター南側からの進入路についてでありますが、

乙れについては市道 32号線につながる赤道等の整備を行うんだというふ

うなことで、特lζ交通の面から自転車だとか、あるいは徒歩でコミュニテ

イセンターに行くには大変今まで不便だった方々が乙れによってほっとす

るんじゃなかろうかなと思うんですが、具体的lζ 乙れは今年中ぐらいに乙

うした乙とは具体化できるというふうにみてよろしいんですか。

。市長公室長(斎藤武男君) 最終的なコミュニティセンターの造成の関

係でございますが、先ほど市長から御答弁申し上げましたように、一応工

期は 3月という乙とでございますが、赤道の改修ではございませんで、赤

道があるという乙とでございます。それから、市道の一部があるという乙

とでございます。それを通りまして、市道 32号線lζ通ずる道路という乙

とでございますので、一応明年の 3月コミュニティセンターの造成完了し

ますと乙の道が通れるというような乙とでございます。

01番(神田守隆君) ちょっと不勉強で申しわけないんですが、市道 3

2号線につながるといいますと、もう少し具体的lζ 乙の赤道と 32号、あ

るいは市道、乙うしたもののつながりからいくとどういうふうにその道が

進入路という形で確保されるというふうに考えていいものか、もう少し御

説明いただきたいと思います。

0市長公室長(斎藤武男君) まず、市道 32号線でございますが、蛭子

神社がございます、蛭子神社から大綱にあたりますと乙ろが市道 32号線

でございます。それで今コミュニティセンターがやっておりますのが、市

内企業が宅地造成をしておりますと乙ろの道路指定位置というような乙と

で準公道の役割を果たしておるわけでございますが、赤道と市道の一部が

それに接続するわけでございます。したがいまして、 57年の南町青年館

で地元の方々と造成についての打ち合わせをした段階では、乙乙は一般に

通行道路になっては困るというようなお話もあったわけでございますけれ

ども、その後コミュニティセンタ一道路というような、ちょっと態度が変

わっておりまして、車以外であるならば一応通れるというような感触を得

ているわけでございます。
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国庫補助金等の 1割カット継続問題について、市長さんが努力されてい

るという乙とは大変よくわかりました。乙の問題は執行部倒だけじゃなく

て議会の立場からも全国議長会等を通じまして、さまざまの予算折衝の局

面等で全国議長会などでもいろいろ折衝しているようでありますが、地方

6団体力をあわせながら乙うした国庫補助金の 1割カットが継続されるよ

うなことが絶対ないように、そして地方自治体に対する一方的な負担転嫁

というようなことが二度と繰り返されないように市長においても今後とも

御努力をお願いいたしまして、私の質問を終わります。

。議長(流山源次郎君) 以上で 1番議員君の質問を終わります。

以上で通告者による一般質問を終わります。

散 会午後 3時 35分

。議長{流山源次郎君) 本日の会議はこれにて散会といたします。

次会は明 9月 18日午前 10時開会とし、その議事は各議案の審議とい

たします。

なお、乙の際申し上げます。決算についての質疑通告締め切りは 9月 1

8日正午まででありますので、申し添えます。

。本日の会議に付した事件

1 行政一般通告質問
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